
別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和6年度）
（単位：円）

1

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業に要
した経費

交付金充当額 備　考

54,660,000 54,660,000 618,810,900

2
公共用施設に係る整
備、維持補修又は維

持運営等措置

3

4
公共用施設に係る整
備、維持補修又は維

持運営等措置

5
公共用施設に係る整
備、維持補修又は維

持運営等措置

6
公共用施設に係る整
備、維持補修又は維

持運営等措置

8 福祉対策措置

9 福祉対策措置

7
公共用施設に係る整
備、維持補修又は維

持運営等措置

小中学校維持運営事業

公民館維持運営事業

体育施設維持運営事業

良寛記念館維持運営事業

図書館管理運営事業

公共用施設に係る整
備、維持補修又は維

持運営等措置
市立学校の維持運営事業

三条市

刈羽村

出雲崎町

出雲崎町

出雲崎町

出雲崎町

柏崎市

長岡市

市道大沢線道路改良事業<2級>

農業集落排水・個別排水運営事業
公共用施設に係る整
備、維持補修又は維

持運営等措置

柏崎市

1,000,000 1,000,000 5,507,227

4,400,000 4,400,000

2,000,000 2,000,000

40,000,000 40,000,000

6,683,600

27,579,969 27,579,969 29,486,269

16,100,000 16,100,000 41,903,073

5,682,921

2,200,000 2,200,000 6,488,099

66,314,177

346,082,000消防署運営事業 346,082,000 546,928,334



68,809,292

19

18 地域活性化措置

地域活性化措置

地域コミュニティ活動推進事業

資源ごみ・一般ごみ収集運搬事業

柏崎市

出雲崎町

50,000,000

12,000,000

3,300,00016 地域活性化措置 国際教育推進事業 刈羽村 3,200,000 3,200,000

11,746,555 11,746,555 15,357,726

柏崎市

柏崎市

刈羽村

柏崎市体育施設管理運営事業

11 福祉対策措置

地域活性化措置 ケーブルテレビ運営事業

博物館運営事業

刈羽村

福祉対策措置

福祉対策措置 80,000,000

24,047,07413

10,000,000 10,000,000 25,440,671

10,000,000 10,000,000 28,419,040

80,000,000 242,947,78810

15

24,047,074 24,094,149

12 福祉対策措置 妊婦健康診査費助成事業

健康福祉運営事業

14 福祉対策措置 通学バス運行事業 出雲崎町 9,100,000 9,100,000 24,032,665

長岡市 11,000,000 11,000,000 28,741,680

21 地域活性化措置 可燃・不燃ごみ収集事業 湯沢町 30,000,000 30,000,000 64,689,000

17 地域活性化措置 小国地域スクールバス運行事業

50,000,000

12,000,000

108,823,417

27,192,000

20 地域活性化措置 特別支援教育推進事業 聖籠町 30,000,000 30,000,000



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度） （単位：円）
番号 措置名 交付金事業の名称

1
公共用施設に係る整備、維
持補修又は維持運営等措置

市立学校の維持運営事業

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

長岡市総合計画
施策の柱2－3　質の高い教育の推進
　長岡市は、子どものやる気をかきたて、自分の良さや可能性に気づくきっかけとなる熱中・感動体験の充実に取り組む
とともに、一人ひとりの個性・特性を大切にし、可能性を引き出し伸ばす教育を進めます。

【目標】
・行き届いた教育と子どもたちがゆとりを感じる学校づくりを進めます。
・次代を担う健全な児童・生徒を育成する環境づくりを進めます。

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和6年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 長岡市
交付金事業実施場所 長岡市今朝白地内ほか

交付金事業の概要
  事業実施の36校2施設は、長岡市において南西部に位置し、柏崎刈羽原子力発電所に近い区域にあります。
　次代を担う子どもたちの個性を伸ばすために義務教育が果たす役割は極めて重要であるため、給食調理業務の民間委託
に係る維持運営費に交付金を充当し、学校教育の充実に寄与するよう努めます。

事業期間の設定理由



成果実績

目標値

達成度

％

％

％

100

100

活動見込 月 11

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和6年度

100.0%

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 令和6年度

評価年度の設定理由

事業終了が2月末のため事業実施翌年度早期までに評価を実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　給食調理業務に必要な民間委託事業者を確保して、学校給食内容のより一層の充実と経費の適正化を図り、安定的に給
食を実施することができました。
　学校給食を通じて、行き届いた教育、子どもたちがゆとりを感じる学校づくり及び次代を担う健全な児童・生徒を育成
する環境づくりを進めることに寄与しました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

達成度 ％ 100.0%
給食調理業務委託月

活動実績 月 11

うち経済産業省分 54,906,000 54,911,000 54,660,000

交付金事業の総事業費
等

令和4年度 令和5年度 令和6年度 備　考

交付金充当額 54,906,000 54,911,000 54,660,000

うち文部科学省分

総事業費 54,906,000 54,911,000 54,660,000 令和4～6年度の総事業費

164,477,000円

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

指名競争入札 株式会社　安全給食サービスほか6社 ―

交付金事業の契約の概要

交付金事業の担当課室 長岡市教育部学務課

交付金事業の評価課室 長岡市教育部学務課

行き届いた教育と子ども
たちがゆとりを感じる学
校づくりを進めます。
次代を担う健全な児童・
生徒を育成する環境づく
りを進めます。



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度）

事業期間の設定理由 降雪や農作業により、工事や測量の実施期間が限られており、年次的な整備が必要なため。

番号 措置名 交付金事業の名称

2
公共用施設に係る整備、維
持補修又は維持運営等措置

市道大沢線道路改良事業<2級>

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

三条市総合計画（令和5年度～令和10年度）
第5章　住み良い地域づくり
　第1節　生活環境の整備
　　 1　道路ネットワークの強化
　　　⑷　その他市道の整備
　　　　　生活道路である市道の拡幅改良等の整備を計画的、効果的に進めます。

事業開始年度 平成22年度 事業終了（予定）年度 令和7年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 三条市
交付金事業実施場所 三条市大沢地内

交付金事業の概要

　市道大沢線は、これまで主に地元の方の生活道路として利用されてきましたが、近年下田郷の魅力の高
まりにより隣接市から市道やまなみ線へ抜け国道へ出るための経路として観光客などの通行量が増加して
います。
　しかし、当該道路の現況は道幅が狭く、車のすれ違いや歩行者の移動に困難が生じています。特に冬季
は交通への影響が顕著であり、幼稚園への通園バスや緊急車両の通行が困難となることも懸念されるた
め、地元の方からも改修を要望されています。
　これらの状況を踏まえ、観光客、地域住民の安全確保を図るため、本道路改良工事を実施します。
　全体の施工延長はL=660m、幅員はW=5m、施工面積はA=3,300㎡であり、R5年度末時点でL=566.5m施工
（予定延長整備率85.8％）済みです。
　R6年度は、道路改良工事をL=52.1m施工し、R6年度末時点でL=618.6m施工（予定延長整備率93.7％）済
みです。

（単位：円）



交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度

成果実績 m 628.6

目標値

達成度 93.7%

令和7年度

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施後速やかに評価を実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

道路改良工事L=52.1m（当該年度予定実施率100.0％）の実施及び、当該路線における交通事故の発生件数
／年（0件）を目標としました。本事業の実施によって道路改良が図られ、前年度に引き続き事故発生件
数0件(市事業評価報告書提出時点)を達成し、市民等の安全を確保することができました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

安全確保の
ための道路
整備

予定延長整
備率
L=660.0m

m 660.0

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 令和4年度 令和5年度

100 100
達成度 ％ 100.0% 100.0% 100.0%

令和6年度

道路改良工事の進捗率
活動実績 ％ 100 100 100
活動見込 ％ 100

13,200,000円

令和4～6年度の総事業費

交付金事業の総事業費
等

令和4年度 令和5年度 令和6年度 備　考

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
制限付一般競争入札 佐藤建業株式会社 6,683,600

総事業費 4,400,000 4,400,000 4,400,000

うち経済産業省分 4,400,000 4,400,000 4,400,000

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 4,400,000 4,400,000 4,400,000

うち文部科学省分

交付金事業の担当課室 総務部財務課

交付金事業の評価課室 総務部財務課



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度）

事業期間の設定理由

番号 措置名 交付金事業の名称

3
公共用施設に係る整備、維持
補修又は維持運営等措置

農業集落排水・個別排水運営事業

交付金事業に関係する都
道府県又は市町村の主要
政策・施策とその目標

基本目標1　安全安心でやすらぎの笑顔
　(3)村民の暮らしに見合った移動環境と生活基盤の整備
　　132　安全・快適な定住環境の整備
　　　○快適な排水環境の確保
・下水道事業の適切な運営及び維持管理等を行っていきます。
目標：下水道（集落排水）加入（つなぎこみ）率 98％（令和7年度）

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和6年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 刈羽村

交付金事業実施場所 刈羽村内一円

交付金事業の概要

　村民の生活に欠かせないライフラインである農業集落排水事業及び個別排水処理施設整備事業を安定的に運
営するため、事業に携わる職員2名を雇用するとともに、農業集落排水処理施設（各浄化センターとその付属施
設）の保守点検を委託します。職員人件費（基本給11か月分・期末勤勉手当）及び保守点検業務委託費（11か
月分）に交付金を充当しました。

毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施します。

（単位：円）



交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和7年度

農業集落排水
及び個別排水
処理地域の村
民の内、施設
使用者4,198人
が継続して施
設を使用でき
るようにしま
す。

評価年度の設定理由

　毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　本事業の安定した運営が維持されることで、村民生活の利便性・快適性が向上するとともに、処理区域内の
公共用水域の良好な水質の確保に寄与しています。
　成果実績が目標値を下回ったのは、人口減少によるものです。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

施設を継続
して使用で
きる使用者

成果実績 人 4,069

目標値 人 4,198

達成度 ％ 96.9

交付金事業の総事業費等 令和4年度 令和5年度

令和6年度

集落排水・個別排水運営事業に携わる
職員の交付金対象分年間延べ雇用月数

活動実績 人月 20

令和6年度

22 18
活動見込 人月 20

活動指標 単位 令和4年度 令和5年度

22 22
達成度

交付金事業の活動指標及
び活動実績

交付金充当額 6,500,000 28,450,000 27,579,969

備　考

総事業費 6,500,000 28,450,000 27,579,969 令和4～6年度の総事業費

62,529,969円

366 365
農業集落排水処理施設の年間稼働日数

活動実績 人月 -
活動見込

うち経済産業省分 6,500,000 28,450,000 27,579,969

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

施設保守点検委託 指名競争入札
新潟スーパー産業㈱
㈱ジオメイク功明社

22,875,600

29,486,269計

うち文部科学省分

職員人件費 雇用 職員2名 6,610,669

交付金事業の担当課室 建設課

交付金事業の評価課室 建設課、産業政策課

人月 - 366 365
達成度 ％ - 100% 100%

％ 100% 100% 82%



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度）
番号 措置名 交付金事業の名称

4
公共用施設に係る整備、維
持補修又は維持運営等措置

小中学校維持運営事業

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

第6次出雲崎町総合計画
　基本目標4　夢を育み、誇りある歴史、文化を継承するまちづくり【教育・文化】
　　施策①　学校教育の充実
　　　【施策の方針】
　　　　すべての子どもたちが、質の高い教育を安全・安心にそして平等に受けるこ
　　　　とができる教育環境の整備を進めます。また、確かな学力を身につけ豊かな
　　　　心を育むために、教育内容や学習機会を充実させます。
　　　【目標】
　　　　開校日数　413日

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和6年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 出雲崎町
交付金事業実施場所 出雲崎町大字　川西・米田　地内

交付金事業の概要
　出雲崎小学校・出雲崎中学校の効率的かつ効果的な維持運営を図るため、小・中学校の人件費、警備保障費等
の維持運営費に補助金を充当します。

事業期間の設定理由

（単位：円）



交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和6年度

開校日数
413日

（2校分）

評価年度の設定理由

成果実績を測定し次第、評価を実施します。
交付金事業の定性的な成果及び評価等

補助事業を実施したことにより通年を通じ、施設の効率的かつ効果的な維持運営が図られました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

開校日

成果実績 日 413

目標値 日 413

達成度

100.0% 94.4% 100.0%

交付金事業の活動指標
及び活動実績

％ 100.0%

令和6年度

会計年度任用職員の活動人数
小学校　12人×11ヶ月＝132人
中学校　7人×11ヶ月＝77人

活動実績 人 209 187 209

活動見込 人 209

活動指標 単位 令和4年度 令和5年度

198

うち経済産業省分 15,000,000 12,000,000 16,100,000

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
出雲崎小学校
　人件費 雇用 介助員4名、教員補助員4名、施設管理員1名 15,041,725
　人件費 雇用 給食調理員3名

交付金事業の評価課室 教育課

　消防用設備点検料 随意契約 ㈲長岡防災 220,000
　警備保障委託料 随意契約 セコム上信越(株) 314,740
　電気保安業務委託料 随意契約 にいがたでんきほあん協同組合 162,163

　人件費 雇用 介助員2名、教員補助員2名、学校管理員1名 7,871,773
　人件費

3,753,376
　光熱水費 随意契約 出雲崎町・東北電力

　警備保障委託料 随意契約 セコム上信越(株) 315,870

6,272,084
　消防用設備点検料 随意契約 ㈲長岡防災 320,650

交付金充当額 15,000,000 12,000,000 16,100,000

うち文部科学省分

43,100,000円

交付金事業の総事業費
等

令和4年度 令和5年度 令和6年度 備　考

総事業費 15,000,000 12,000,000 16,100,000 令和4～6年度の総事業費

209

達成度 ％

交付金事業の担当課室 教育課

随意契約 出雲崎町・東北電力 4,596,093

　電気保安業務委託料 随意契約 にいがたでんきほあん協同組合 179,406

出雲崎中学校

雇用 給食調理員2名 2,855,193
　光熱水費



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度）
番号 措置名 交付金事業の名称

5
公共用施設に係る整備、維
持補修又は維持運営等措置

公民館維持運営事業

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

第6次出雲崎町総合計画
基本目標4　夢を育み、誇りある歴史、文化を継承するまちづくり【教育・文化】
施策②　生涯学習の充実
【施策の方針】
　町民が生涯を通じて、主体的に学ぶことができるよう、ニーズに応じた学習機会を提供　するととも
に、指導者の育成に努めます。
【目標】
　中央公民館利用者数　9,400人

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和6年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 出雲崎町
交付金事業実施場所 出雲崎町大字　米田・羽黒町　地内

交付金事業の概要
　中央公民館・海岸公民館の効率的かつ効果的な維持運営を図るため、公民館の人件費、警備保障費等
の維持運営費に補助金を充当します。

事業期間の設定理由

（単位：円）



交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和6年度

中央公民館利
用者数9,400人

評価年度の設定理由

成果実績を測定し次第、評価を実施します。
交付金事業の定性的な成果及び評価等

通年を通じ、施設の効率的かつ効果的な維持運営が図られました。
評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

中央公民館利用者
数

成果実績 人 14,290

目標値 人 9,400

達成度 ％ 152.0%

令和6年度

会計年度任用職員の活動人数
中央公民館　2人×11ヶ月＝22人
海岸公民館　1人×11ヶ月＝11人

活動実績 人 33 33 33
活動見込 人 33

活動指標 単位 令和4年度 令和5年度

33

備　考

総事業費 3,000,000 1,500,000 2,000,000

33
達成度 ％ 100.0% 100.0% 100.0%

交付金事業の活動指標
及び活動実績

交付金充当額 3,000,000 1,500,000 2,000,000

うち文部科学省分

交付金事業の総事業費
等

令和4年度 令和5年度 令和6年度

うち経済産業省分 3,000,000 1,500,000 2,000,000

交付金事業の契約の概要

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
中央公民館
　人件費 雇用 管理員1名、清掃員1名 3,127,751
　消防用設備点検料 随意契約 ㈲長岡防災 113,300
　警備保障委託料 随意契約 セコム上信越(株) 299,200
　電気保安業務委託料 随意契約 にいがたでんきほあん協同組合 122,850

海岸公民館
　人件費 雇用 事務員1名 1,773,475

6,500,000円

令和4～6年度の総事業費

交付金事業の担当課室 教育課

交付金事業の評価課室 教育課

　消防用設備点検料 随意契約 ㈲長岡防災 32,285
　警備保障委託料 随意契約 セコム上信越(株) 214,060



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度）
番号 措置名 交付金事業の名称

6
公共用施設に係る整備、維持
補修又は維持運営等措置

体育施設維持運営事業

交付金事業に関係する都
道府県又は市町村の主要
政策・施策とその目標

第6次出雲崎町総合計画
基本目標4　夢を育み、誇りある歴史、文化を継承するまちづくり【教育・文化】
施策③　スポーツの振興
【施策の方針】
子どもから高齢者まで誰もが手軽にスポーツに親しむことができる環境や機会の充実を図るとともに、指導者の
育成に努めます。
【目標】
体育施設利用者数　28,000人

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和6年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 出雲崎町
交付金事業実施場所 出雲崎町大字　米田　地内

交付金事業の概要
　町民体育館・町民野球場・ふれあい広場（プール、柔道場、ＧＢ場）の効率的かつ効果的な維持運営を図るた
め、各施設の警備保障費等の維持運営費に補助金を充当します。

事業期間の設定理由

（単位：円）



交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和6年度

体育施設利
用者数
28,000人

評価年度の設定理由

成果実績を測定し次第、評価を実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等
通年を通じ、施設の効率的かつ効果的な維持運営が図られました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

体躯施設利
用者数

成果実績 人 36,776

目標値 人 28,000

達成度 ％ 131.3%

令和6年度

警備保障の委託月数

活動実績 月 10 10 10
活動見込 月 10

活動指標 単位 令和4年度 令和5年度

10

備　考

総事業費 1,800,000 300,000 2,200,000

10
達成度 ％ 100.0% 100.0% 100.0%

交付金事業の活動指標及
び活動実績

交付金充当額 1,800,000 300,000 2,200,000

うち文部科学省分

交付金事業の総事業費等 令和4年度 令和5年度 令和6年度

うち経済産業省分 1,800,000 300,000 2,200,000

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
町民体育館
　光熱水費 随意契約 出雲崎町・東北電力（株） 1,129,571
　燃料費 随意契約 新潟サンリン㈱・㈱中越建設 52,009
　消防用設備点検料 随意契約 ㈲長岡防災 173,800
　警備保障委託料 随意契約 セコム上信越(株) 264,830

町民野球場
　光熱水費 随意契約 東北電力（株） 1,905,805

32,269
　消防用設備点検料 随意契約 ㈲長岡防災 107,800

　電気保安業務委託料 随意契約 にいがたでんきほあん協同組合 108,887

ふれあい広場

交付金事業の担当課室 教育課

交付金事業の評価課室 教育課

4,300,000円

令和4～6年度の総事業費

　警備保障委託料 随意契約 セコム上信越(株) 298,370
　電気保安業務委託料 随意契約 にいがたでんきほあん協同組合 126,505

　光熱水費 随意契約 出雲崎町・東北電力（株） 2,288,253
　燃料費 随意契約 えちご中越㈱・㈱中越建設



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度）
番号 措置名 交付金事業の名称

7
公共用施設に係る整備、維持
補修又は維持運営等措置

良寛記念館維持運営事業

交付金事業に関係する都
道府県又は市町村の主要
政策・施策とその目標

第6次出雲崎町総合計画
基本目標4　夢を育み、誇りある歴史、文化を継承するまちづくり【教育・文化】
施策④　文化・芸術の振興
【施策の方針】
町民が多様な文化・芸術に親しむことができる環境づくりを推進するとともに、町に残る貴重な伝統文化の継承、文化
財の保存と活用を図り、次代につなぎます。
【目標】
良寛記念館入館者数　7,600人

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和6年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 出雲崎町
交付金事業実施場所 出雲崎町大字　米田　地内

交付金事業の概要 　良寛記念館の効率的かつ効果的な維持運営を図るため、館長、受付事務等の人件費に補助金を充当します。

事業期間の設定理由

（単位：円）



交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和6年度

良寛記念館
入館者数
7,600人

評価年度の設定理由

成果実績を測定し次第、評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　入館数については、目標数を達成することはできませんでしたが、令和6年度は、開館60周年を記念して特別展の開催
や絵手紙コンテストなどのイベントの実施により入館数の増加を目指します。補助事業を実施したことにより、通年を
通じ、施設の効率的かつ効果的な維持運営が図られました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

良寛記念館入
館者数

成果実績 人 5,560

目標値 人 7,600

達成度

交付金事業の活動指標及
び活動実績

％ 73.2%

令和6年度

会計年度任用職員の活動人
数
良寛記念館　3人×11ヶ月
＝33人

活動実績 人 33 33 33
活動見込 人 33

活動指標 単位 令和4年度 令和5年度

33

1,400,000 1,300,000 1,000,000

33

達成度 ％ 100.0% 100.0% 100.0%

良寛記念館

交付金事業の総事業費等 令和4年度 令和5年度 令和6年度 備　考

総事業費 1,400,000 1,300,000 1,000,000

交付金充当額 1,400,000 1,300,000 1,000,000

うち文部科学省分

3,700,000円

令和4～6年度の総事業費

　人件費 雇用 館長1名、受付案内2名 5,507,227

交付金事業の担当課室 教育課

うち経済産業省分

交付金事業の評価課室 教育課

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度）

事業期間の設定理由 柏崎市第五次総合計画　基本構想・前期基本計画の終期まで

事業開始年度 令和4年度 事業終了（予定）年度 令和7年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 柏崎市
交付金事業実施場所 柏崎市学校町

交付金事業の概要

　市立図書館の職員人件費（9名分）11か月分、光熱水費および下水道使用料9か月分。
　市立図書館は、本市における生涯学習の拠点として広く市民に親しまれ、市民の教育及び文化の
発展に果たす役割は大きく、累計入館者数は1,300万人を超える施設となっています。
　本交付金事業では、図書館職員（9名）、施設の光熱水費等の運営経費を確保し、安定的な施設
運営を継続的に行うことで、市民一人ひとりが生涯にわたり主体的に学習活動に取り組める環境を
整備し、利用者へのサービス充実及び施設の利用促進を図ります。

（単位：円）

番号 措置名 交付金事業の名称

8 福祉対策措置 図書館管理運営事業

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

交付金事業に関する主要政策・施策
柏崎市第五次総合計画　基本構想・後期基本計画（令和4年度～令和7年度）
　第4章　教育・スポーツ～『たくましさ』をつなぐまちをめざして～
　　第2節　学びを通じて地域の『たくましさ』をはぐくむ
　　　1　学びの機会を充実させる

目標値：入館者数　350,000人
　　　　図書貸出者数（児童）　20,000人
　　　　図書貸出者数（一般）　96,000人



令和4～6年度の総事業費

一般競争入札 柏崎あい・あーるエナジー㈱ 10,316,167
ガス使用料 随意契約 北陸ガス（株） 2,895,393

うち経済産業省分 40,000,000 40,000,000 40,000,000

総事業費 40,000,000 40,000,000 40,000,000

交付金充当額 40,000,000 40,000,000 40,000,000

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
人件費 雇用 職員9人 52,347,357

電気使用料

交付金事業の担当課室 教育委員会図書館

交付金事業の評価課室 教育委員会図書館

水道・下水道使用料 随意契約 柏崎市上下水道局 755,260

91.7%

交付金事業の総事業費
等

令和4年度 令和5年度 令和6年度 備　考

うち文部科学省分

120,000,000円

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 令和4年度 令和5年度 令和6年度

平常に運営できた日
（開館日数）

活動実績 日 335 333 308
活動見込 日 335 335 336
達成度 ％ 100.0% 99.4%

評価年度の設定理由

毎年度PDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　本交付金の活用により、安定した施設運営を行うことができました。入館者数は241,620人（2月
末現在）と目標の69.0％に留まりました。しかし、図書貸出数は、児童が18,626人で目標の
93.1％、一般が76,187人で目標の79.4％（2月末現在）を達成しています。このことから人口減少
や制約のある開館であるにも拘わらず多くの市民から図書館を利用いただいており、市民の生涯学
習の拠点施設として市民の教育及び文化の発展に寄与できたと評価します。

93.1%

図書貸出者
数（一般）
96,000人

図書貸出者
数（一般）

成果実績 人 76,187

目標値 人 96,000

達成度

図書貸出者
数（児童）
20,000人

図書貸出者
数（児童）

成果実績 人 18,626

目標値 人 20,000

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和7年度

入館者数
350,000人

達成度 ％

入館者数

成果実績 人 241,620

目標値 人 350,000

達成度 ％ 69.0%

％ 79.4%



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度）

事業期間の設定理由 柏崎市第五次総合計画　後期基本計画の終期まで

番号 措置名 交付金事業の名称

9 福祉対策措置 消防署運営事業

交付金事業に関係する都
道府県又は市町村の主要
政策・施策とその目標

交付金事業に関係する主要政策・施策
柏崎市第五次総合計画　後期基本計画（令和4年度～令和7年度）
　第1章　防災・生活・環境～『頼もしさ』をつなぐまちをめざして～
　　第1節　市民の生活を守る『頼もしさ』をつくる
　　　3　防災や危機管理機能を高める
目標：
消防職員127人分の人件費に交付金を充当し、消防本部、消防署、西分署、3分遣所を運営し、1市1町1
村（柏崎市、出雲崎町、刈羽村）の延べ512.68K㎡、37,919世帯、84,324人（R6.12.31現在）の住民へ
の消防業務を行います。適切な人員配置により消防業務の安定した滞ることのない管理運営を行い、地
域住民の安全と安心を確保することにより福祉の充実に努めます。

事業開始年度 令和4年度 事業終了（予定）年度 令和7年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 柏崎市
交付金事業実施場所 柏崎市三和町ほか4件

交付金事業の概要

　消防本部・消防署、西分署及び3分遣所の消防職員人件費（127名）11か月分。
中越沖地震や東日本大震災などの教訓を踏まえ、これまで以上に市民の安全・安心な生活環境の実現が
求められており、消防行政が担う役割は非常に大きくなっています。
　本交付金事業では、消防本部・消防署、西分署及び3分遣所の消防職員（127名）を確保し、安定的な
消防署運営を継続的に行うことで、市民の生命・身体・財産の保護し、安心して暮らせる災害に強いま
ちづくりに努めることで、市民生活の安定を図ります。

（単位：円）



交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和7年度

評価年度の設定理由

毎年度PDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　消防職員127名を確保することで安定した消防署の管理運営を行うことができました。令和5年に比べ
火災件数は減少したものの、救急の出動件数は年々増加する傾向が継続しています。このような状況を
踏まえ、各種災害や救急事案に対し、迅速かつ的確な消防・救急活動を実施することで、住民の生命・
身体・財産の保護と安心して暮らせる災害に強いまちづくりに寄与し、かつ、市民生活の安定を図るこ
とができたと評価します。今後も一層の消防力の充実、救急業務の高度化を図るため、人材の育成、救
急救命士の配置に努め、災害に強い安全安心なまちづくりを目指します。
【令和6年:各種訓練回数　2,586回】（令和5年:各種訓練回数　2,915回）
【令和6年:管内出動件数　火災22件、救急4,717件、救助49件】（令和5年:管内出動件数　火災38件、
救急4,473件、救助43件）

成果実績 －

目標値 －

達成度 －

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

地域住民の安
全と安心を確
保することに
より福祉の充
実に努めま
す。

－

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和4年度 令和5年度 令和6年度

消防署、分署、3分遣所の運営
5署(所)×運営日数(4～2月)

活動実績 署日 1670 1675 1,670
活動見込 署日 1670 1675 1,670
達成度 ％ 100.0% 100.0% 100.0%

交付金事業の総事業費等 令和4年度 令和5年度 令和6年度 備　考

うち文部科学省分

1,041,759,000円

令和4～6年度の総事業費

うち経済産業省分 347,821,000 347,856,000 346,082,000

総事業費 347,821,000 347,856,000 346,082,000

交付金充当額 347,821,000 347,856,000 346,082,000

交付金事業の担当課室 消防本部消防総務課

交付金事業の評価課室 消防本部消防総務課

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度） （単位：円）

事業期間の設定理由 柏崎市第五次総合計画　基本構想・前期基本計画の終期まで

番号 措置名 交付金事業の名称

10 福祉対策措置 体育施設管理運営事業

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

補助金事業に関する主要政策・施策
柏崎市第五次総合計画・後期基本計画（令和4年度～令和7年度）
　第4章　教育・スポーツ分野施策『たくましさ』をつなぐまちをめざして
　　第3節　スポーツを通じた『たくましさ』をはぐくむ
　　　1　スポーツによる地域づくりや生きがいづくりを進める
施策の目標指標：市内体育施設利用者数　840,000人（令和7年度）
目標値：市内体育施設のうち本補助金事業対象事業の施設利用者数　631,000人

事業開始年度 令和4年度 事業終了（予定）年度 令和7年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 柏崎市
交付金事業実施場所 柏崎市学校町（柏崎市陸上競技場）ほか14件

交付金事業の概要

　市内15体育施設の指定管理料11か月分。
　本補助金事業において、安定的な財源を確保し、指定管理者による本市の15体育施設の効率的
かつ効果的な管理運営を実現することにより、「市民の健康の維持・増進」と「競技スポーツの
発展」を推進します。



240,000,000円

令和4～6年度の総事業費

交付金事業の評価課室 教育委員会スポーツ振興課

体育施設の管理運営 随意契約 （公財）かしわざき振興財団 338,204,000

交付金事業の担当課室 教育委員会スポーツ振興課

うち経済産業省分 80,000,000 80,000,000 80,000,000

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

交付金充当額 80,000,000 80,000,000 80,000,000

うち文部科学省分

交付金事業の総事業費
等

令和4年度 令和5年度 令和6年度 備　考

総事業費 80,000,000 80,000,000 80,000,000

4,500

達成度 ％ 98.6% 90.3% 85.3%

平常運営できた日(開館日）の延べ
日数
※かしわざきのスポーツ掲載の施
設利用状況区分に基づく（日）

活動実績 日 4,437 4,064 3,839
活動見込 日 4,500 4,500

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 令和4年度 令和5年度 令和6年度

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和7年度

達成度 ％ 75.6%

評価年度の設定理由

　毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施しま
す。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

体育施設管
理運営事業
対象施設の
利用者数
631,000人

体育施設管理
運営事業対象
施設の利用者

数

成果実績 人 476,874

目標値 人 631,000

　令和6年度の施設利用につきましては、能登半島地震の影響により駅前テニスコートが事業期間
中1日も稼働することができない中、全体的には令和5年度よりも14,000人以上利用者が増加しま
した。
　水球国際大会の開催やオイシックス新潟アルビレックスベースボールクラブのイースタン・
リーグ参加もあり、スポーツへの関心が高まる中で、光熱費高騰の影響により指定管理者の経営
状況は苦しい状態が続いています。市民の健康維持・増進には、スポーツ施設を安定して運営す
ることが不可欠なため、引き続き利用促進を図っていきます。



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度） （単位：円）

事業期間の設定理由 柏崎市第五次総合計画　基本構想・後期基本計画の終期まで

番号 措置名 交付金事業の名称

11 福祉対策措置 博物館運営事業

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

補助金事業に関係する主要政策・施策
柏崎市第五次総合計画　後期基本計画（令和4年度～令和7年度）
　第4章　教育・スポーツ～『たくましさ』をつなぐまちをめざして～
　　第2節　学びを通じて地域の『たくましさ』をはぐくむ
　　　1　学びの機会を充実させる

目標値：博物館入館者数　35,000人

事業開始年度 令和4年度 事業終了（予定）年度 令和7年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 柏崎市
交付金事業実施場所 柏崎市緑町（柏崎市立博物館）

交付金事業の概要

　博物館の文化学芸に関する業務等に直接従事する学芸員人件費（4名）11か月分。
　博物館は、昭和61年7月に開館して以来、学校教育をはじめ、市民の生涯学習や市の学
術、文化の発展に寄与する教育機関として注目を集め、市内外から多くの利用者が訪れてい
ます。
　本補助金事業では、当館に勤務する学芸員（正規職員4名）を確保し、企画展の開催や調
査研究や資料の収集・保存整理等を継続的に行うことで、市民の多様な要望に応えるなど、
入館者の利用促進と社会教育環境の充実を図ります。



30,000,000円

令和4～6年度の総事業費

交付金事業の評価課室 教育委員会博物館

交付金事業の担当課室 教育委員会博物館

うち経済産業省分 10,000,000 10,000,000 10,000,000

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

交付金充当額 10,000,000 10,000,000 10,000,000

うち文部科学省分

交付金事業の総事業費
等

令和4年度 令和5年度 令和6年度 備　考

総事業費 10,000,000 10,000,000 10,000,000

307

達成度 ％ 100.0% 100.0% 100.0%

交付金事業の活動指標
及び活動実績

％ 89.6%

令和6年度

平常に運営できた日
（開館日数）

活動実績 日 308 308 307

活動見込 日 308

活動指標 単位 令和4年度 令和5年度

308

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和7年度

博物館入館
者数

35,000人

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施

交付金事業の定性的な成果及び評価等
　本交付金の活用により、博物館に勤務する学芸員（正規職員4名）を確保し、安定した施
設運営を行うことが出来ました。令和6年度の入館者数は、目標値の89.6％に留まりました
が、季節ごとの企画展、プラネタリウムの定期投影や特別投影の開催、さらにはＷＥＢ
ミュージアムの充実により、学習機会の創出や学習資源の共有化が図られ、市民の生涯学習
や市の学術、文化の発展に寄与することができたと評価しています。次年度も市民の多様な
要望に応えながら入館者の増加と社会教育環境の充実を図ります。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

博物館入館
者数

成果実績 人 31,361

目標値 人 35,000

達成度



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度） （単位：円）

番号 措置名 交付金事業の名称

12 福祉対策措置 妊婦健康診査費助成事業

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

交付金事業に関係する法令：
母子保健法　第13条第1項
子ども・子育て支援法　第59条第13号

交付金事業に関する主要政策・施策：
柏崎市第五次総合計画　基本構想・後期基本計画（令和4年度～令和7年度）
　第3篇　第3章　健康・福祉～『健やかさ』をつなぐまちをめざして～
　　第2節　子どもを産み育てやすい『健やかな』環境をつくる
　　　2　安心して子育てができる環境を充実させる

目標：
妊娠中に起こりやすい病気を予防・早期発見し、必要な医療又は保健指導を受けることを推進し、母
子の健康増進と子育て支援の充実を図ります。

事業開始年度 令和4年度 事業終了（予定）年度 令和7年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 柏崎市
交付金事業実施場所 新潟県一円（市内含む県内の病院・診療所等の医療機関）

交付金事業の概要

　妊婦健康診査（14回分）事業委託料10か月分。
　出産年齢の上昇により、母体や胎児の健康管理における妊婦健康診査の重要性、必要性が一層高
まっています。また、経済的な理由などから健康診査を受診しない場合もあり、妊婦・出産に係る経
済的不安を軽減することが求められています。
本交付事業では、妊婦健康診査の公費負担の充実を継続的に図り、少子化解消の一助に資するととも
に、積極的な妊婦健康診査の受診に繋げ、母子の健康の保持、増進及び子育て支援の充実を図りま
す。

事業期間の設定理由 柏崎市第五次総合計画　基本構想・後期基本計画の終期まで



交付金事業の評価課室 子ども未来部子育て支援課

交付金事業の担当課室 子ども未来部子育て支援課

うち経済産業省分 10,000,000 10,000,000 10,000,000

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

交付金充当額 10,000,000 10,000,000 10,000,000

うち文部科学省分

交付金事業の総事業費
等

令和4年度 令和5年度 令和6年度 備　考

総事業費 10,000,000 10,000,000 10,000,000

3,148

達成度 ％ 95.1% 84.3% 108.4%

交付金事業の活動指標
及び活動実績

令和4～6年度の総事業費

令和6年度

妊婦健康診査受診者延べ人数

活動実績 人 3,046 3,326 3,414

活動見込 人 3,202

活動指標 単位 令和4年度 令和5年度

3,944

交付金事業の定性的な成果及び評価等
　令和6年度の妊婦健康診査受診者のうち、妊娠高血圧症候群（27件）、貧血（69件）、糖尿病（15
件）、切迫早産やその他の異常（80件）を早期に発見することができ、重症化予防や出産時のリスク
を軽減する効果があったと考えます。また、妊婦健康診査時の様子から支援が必要と思われる妊婦
（精神疾患、出産後の援助者がいない、不安が大きい等）や健診未受診の妊婦について、随時または
医療機関との連絡会等で情報をいただくことで、助産師・保健師による訪問や相談等で効果的なフォ
ローにつながり、関係機関による途切れない支援のひとつになっていると考えます。本交付金の充当
により安定的な事業運営することができ、母子の健康保持や健康増進、子育て支援の充実に資するこ
とができたと評価します。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和7年度

母子の健康増
進と子育て支
援の充実を図

ります。

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施します。

－

成果実績 －

目標値 －

達成度 －

30,000,000円



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度）

  刈羽村内一円

交付金事業の概要
　村民の健康を保持・増進するため、保健指導や栄養指導等の健康福祉事業に携わる保健師4名、管理栄養士1
名、社会福祉士1名を雇用し、これら職員の人件費（基本給11か月分・期末勤勉手当）に交付金を充当しました。

（単位：円）

事業期間の設定理由

番号 措置名 交付金事業の名称

13 福祉対策措置 健康福祉運営事業

交付金事業に関係する都道
府県又は市町村の主要政
策・施策とその目標

基本目標1
 安全安心でやすらぎの笑顔
　(4)誰もが健康で安心して
  暮らせる環境の確保
　　142　予防を重視した
  村民の健康の維持・増進
　　○健康づくりの推進
　　○疾病予防の推進
・健康長寿の最大の阻害要因である生活習慣病を予防するため、医療機関や民間関係機関などとの連携を含め、
健康教室の開催、広報やケーブルテレビを通じた健康情報の提供などの健康づくり対策を推進します。
・健康推進員や食生活改善推進委員を対象とした研修会を行い、育成を図ります。そして、食生活改善推進委員
協議会との連携による食育や地域でのふれあいも含めて、地域に密着した健康づくりを推進し、地域福祉の向上
につなげます。
・特定健診及び各種がん検診、人間ドックなどの定期的な実施のほか、健診未受診者の状況把握と受診勧奨、情
報提供を積極的に行い、生活習慣病の発症予防に努めます。健診を受けた人のフォローに重点を置き、健診を受
けた人が健診結果を正しく生活習慣の改善に結びつけることができるよう保健指導の内容を工夫します。
・こころの不調、認知症なども含む総合的な健康相談体制の充実を図ります。
・要支援・要介護状態にならないように、フレイル予防について啓発を行い、主体的に取り組めるように支援し
ていきます。
目標：特定健診受診率 男(60％)・女(増加)、健康づくりの推進に対する満足度 42％（いずれも令和7年度）

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和6年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 刈羽村
交付金事業実施場所



交付金事業の評価課室 福祉保健課、産業政策課

24,094,149

交付金事業の担当課室 福祉保健課

交付金充当額 23,000,000 26,340,000 24,047,074

うち文部科学省分

73,387,074円

うち経済産業省分 23,000,000 26,340,000 24,047,074

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

交付金事業の総事業費等 令和4年度 令和5年度 令和6年度 備　考

総事業費 23,000,000 26,340,000 24,047,074 令和4～6年度の総事業費

66

達成度 ％ 100.0% 90.9% 83.3%

交付金事業の活動指標及び
活動実績

令和6年度

保健師、管理栄養士、介護
福祉士及び社会福祉士の補
助金対象分年間延べ雇用月
数

活動実績 人月 60 60 55
活動見込 人月 60

活動指標 単位 令和4年度 令和5年度

66

　毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

集落単位で健康相談会（保健指導）を実施することで、235人の参加が得られ、保健指導参加率が当初の目標であ
る60%を上回る結果となりました。今後も保健指導や栄養指導等っを通じて村民一人ひとりが主体的に健康保持に
努めることを促していきます。

特定健診の受
診者数全体に
対する保健指
導の参加率を
60％以上とし

ます。

保健指導参
加率（参加
者÷受診者
数全体）

評価に係る第三者機関等の活用の有無

成果実績 ％ 74.1

目標値 ％ 60.0

達成度 ％ 123.5%

成果指標 単位 評価年度 令和7年度

評価年度の設定理由

職員人件費 雇用
保健師4名・管理栄養士1名・

社会福祉士1名
24,094,149

交付金事業の成果目標及び
成果実績

成果目標



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度） （単位：円）

番号 措置名 交付金事業の名称

14 福祉対策措置 通学バス運行事業

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

第6次出雲崎町総合計画
基本目標4　夢を育み、誇りある歴史、文化を継承するまちづくり【教育・文化】
施策①　学校教育の充実
【施策の方針】
すべての子どもたちが、質の高い教育を安全・安心にそして平等に受けることができる教育環境の整備を
進めます。また、確かな学力を身につけ豊かな心を育むために、教育内容や学習機会を充実させます。
【目標】
通学バス3台運行、利用者 118人

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和6年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 出雲崎町
交付金事業実施場所 出雲崎町全域

交付金事業の概要

　出雲崎町の小中学校は一町一校で、中山間地域の地形から集落が点在しており、小学校までの通学が困
難な児童を多く抱えています。また、自転車登校の中学生生徒も冬期間の登校は積雪により困難になるこ
とから、児童生徒の地域的な格差是正を図り、教育の機会均等に資するため、通学バス運行事業（通学バ
スの運行業務2路線・町有バスの運転代行業務1路線、各10ヶ月分）の委託料に補助金を充当します。

事業期間の設定理由



随意契約 ㈱イドム 1,654,815

交付金事業の評価課室 教育課

交付金充当額 8,200,000 6,700,000 9,100,000

うち文部科学省分

交付金事業の担当課室 教育課

うち経済産業省分 8,200,000 6,700,000 9,100,000

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
通学バス運行業務委託 指名競争入札 越後交通㈱ 22,377,850

通学バス運転代行等業務委託

交付金事業の総事業費
等

令和4年度 令和5年度 令和6年度 備　考

総事業費 8,200,000 6,700,000 9,100,000 令和4～6年度の総事業費

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 令和4年度 令和5年度 令和6年度

172
達成度 ％ 121.3% 98.8% 100.0%

通学バスの運行日数
活動実績 日 205 170 172
活動見込 日 169 172

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和6年度

達成度 ％ 72.9%

評価年度の設定理由

成果実績を測定し次第、評価を実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

バスの利用者数
118人

バスの利用
者数

成果実績 ％ 86

目標値 ％ 118

　バスの利用を当初見込んでいた児童が、児童クラブの利用や保護者の送迎などによりバスの利用希望を
しなかったため、目標は達成できませんでした。また、運行日数も学校の年間の開校日が当初の計画より
変更により減少したため、目標は達成できませんでしたが、補助事業の実施により通年を通じ、児童生徒
の安全・安心な登下校が図られました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

24,000,000円



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度）

事業期間の設定理由

（単位：円）

番号 措置名 交付金事業の名称

15 地域活性化措置 ケーブルテレビ運営事業

交付金事業に関係する都
道府県又は市町村の主要
政策・施策とその目標

基本目標3
　自律と絆で希望の笑顔
　(3)情報の公開や提供によるオープンな行政
　　331　情報公開・情報共有と双方向の情報提供
　　　○適切でわかりやすい情報公開の推進
・村民のコミュニティ活動を支援し行政との協働関係を確立するため、ケーブルテレビ、ホームページ、広報か
りわの充実などによる関連情報の提供に努めます。
・緊急通報も含めて、わかりやすくスムーズな情報の受発信が確実に行えるよう、地域におけるきめ細かな情報
網の完備・一元化・明確化に向け、地域情報化施設の整備・維持運営を推進します。
目標：村ホームページへの延べアクセス数 4,000,000件（令和7年度）

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和6年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 刈羽村
交付金事業実施場所 刈羽村内一円

交付金事業の概要
　ケーブルテレビを通じて村民に様々な情報を提供し、村民の生活利便性を向上させるため、ケーブルテレビ事
業を担当する職員2名を雇用するとともに自主放送番組の制作を一部委託し、職員2名の人件費（基本給11か月
分・期末勤勉手当）及び自主放送番組制作委託費8か月分に交付金を充当しました。



交付金事業の評価課室 総務課、産業政策課

自主放送番組制作委託費 指名競争入札 ㈱ビジョン・ウェーブ 7,261,100

交付金事業の担当課室 総務課

15,357,726

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

備　考

総事業費 12,000,000 12,210,000 11,746,555

うち経済産業省分 12,000,000 12,210,000 11,746,555

令和4～6年度の総事業費

35,956,555円

交付金事業の契約の概要

交付金事業の活動指標及
び活動実績

交付金充当額 12,000,000 12,210,000 11,746,555

うち文部科学省分

交付金事業の総事業費等 令和4年度 令和5年度 令和6年度

％ 99.3%

令和6年度

自主放送番組制作本数
活動実績 人月 83 100 107
活動見込 人月 68

活動指標 単位 令和4年度 令和5年度

87 75
達成度 ％ 122 115 143

交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和7年度

加入件数
1,806件を維
持します。

評価年度の設定理由

毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　刈羽村ケーブルテレビの継続運営により、村からのお知らせや防災関連など様々な情報を村民に向けて伝達す
ることができました。
　 迅速な発信に努め、村民の生活の利便性向上に繋がりました。
 機関名：刈羽村ケーブルテレビ放送番組審議会
 構成員：刈羽村スポーツ協会　会長　他4名
 評価内容：刈羽村は放送法に基づき放送番組の適正化を図るため、刈羽村ケーブルテレビ放送番組審議会を設
置しています。新規番組の制作に重点を置き、番組の充実化を図りました。年代問わず、多くの方に見ていただ
ける工夫を施すことに関してご意見をいただきましたので、今後の番組制作時の参考にして事業を進めていきた
いと思います。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

ケーブルテ
レビ加入件

数

成果実績 件 1,793

目標値 件 1,806

達成度

職員人件費 雇用 職員2名 8,096,626

計



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度） （単位：円）

事業期間の設定理由

番号 措置名 交付金事業の名称

16 地域活性化措置 国際教育推進事業

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

基本目標1　安全安心でやすらぎの笑顔
　(5)高齢者や障がい者の活躍と子育て・教育
  環境の充実
　　153　個性を伸ばす教育環境の整備
　　　○教育体制の充実
基本目標2　地域価値で豊かさの笑顔
　(4)地域資源を活用した個性豊かなまちづくり
　　241　地域資源の有効活用と交流促進
　　　○都市交流、国際交流の推進
・海外姉妹都市との交流の推進などにより、国際化に対応したグローバルな人材の育成を目指す教育環境
の整備を進めます。
・小中学校及び保育園の児童生徒の国際感覚を養うため、ＡＬＴを配置し、引き続き国際交流・人材育成
を推進します。
目標：学校教育の体制や環境の充実に対する満足度 43％（令和7年度）
　　　地域間交流・国際交流の推進に対する満足度 17％（令和7年度）

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和6年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 刈羽村
交付金事業実施場所 刈羽村大字割町新田・刈羽地内

交付金事業の概要
  小・中学校及び保育園の児童・生徒に語学力及び国際感覚を身につけさせるため、外国語指導助手（Ａ
ＬＴ）1名を雇用し、報酬10か月分に交付金を充当しました。



交付金事業の評価課室 教育課、産業政策課

外国語指導助手（ALT）報酬 雇用 外国語指導助手（ALT）1名 3,300,000

交付金事業の担当課室 教育課

計

交付金充当額 3,200,000 3,200,000 3,200,000

うち文部科学省分

9,600,000円

うち経済産業省分 3,200,000 3,200,000 3,200,000

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

交付金事業の総事業費
等

令和4年度 令和5年度 令和6年度 備　考

総事業費 3,200,000 3,200,000 3,200,000 令和4～6年度の総事業費

155
達成度 ％ 106.2% 112.3% 108.4%

交付金事業の活動指標
及び活動実績

％ 191.0%

令和6年度

小学校、中学校、保育園での
語学指導実施日数

活動実績 人月 154 174 168
活動見込 人月 145

活動指標 単位 令和4年度 令和5年度

155

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和7年度

概ね月2回及び学
校休暇期間中の
希望者向け外国
語活動で延べ200
人の参加者を得
ます。

評価年度の設定理由

　毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

小中学校及び保育園での語学指導並びに週1回及び学校休暇中の希望者向け外国語活動を通じて、児童・
生徒・園児の国際交流に対する積極的な態度が養われ、国際教育の充実が図られました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

外国語活動
年間延べ参
加人数

成果実績 人 382

目標値 人 200

達成度



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度）

事業期間の設定理由

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和6年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 長岡市
交付金事業実施場所 長岡市小国地域

交付金事業の概要

　小国地域は新潟県の中南部に位置し、東西を関田山系と八石山系に囲まれ、中央を信濃川の支流渋海
川が貫流する、水と緑の豊かな地域です。
　同地域では、急速に進む少子化に伴う学校の統合により小学校は1校となったため、遠距離通学を強い
られる児童がおり、通学路においては、歩道の未整備、集落と集落の距離が長く家並みが途切れている
こと及び冬期の降雪による道路の狭隘化等の問題があることから、登下校時における児童の安全確保の
ため、スクールバス運行業務をバス運行業者に委託し実施する事業に補助金を充当します。

（単位：円）

番号 措置名 交付金事業の名称

17 地域活性化措置 小国地域スクールバス運行事業

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】
長岡市総合計画
施策の柱2－3　質の高い教育の推進
　子どもたちが健康で安全な学校生活を送れるよう、学校施設の計画的な改修や通学路の安全対策、食
物アレルギーへの対応などを推進するとともに、学校、家庭、地域、ＮＰＯ等が連携し、発達に応じた
切れ目のない支援を充実させ、市民総ぐるみで子どもを育てます。

【目標】
児童が安心して生活できる環境づくりを目指します。



交付金事業の評価課室 長岡市教育部学務課

指名競争入札
越後交通株式会社

小千谷営業所
22,344,000

交付金事業の担当課室 長岡市教育部学務課

交付金充当額 5,000,000 5,000,000 11,000,000

うち文部科学省分

21,000,000円

うち経済産業省分 5,000,000 5,000,000 11,000,000

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

交付金事業の総事業費
等

令和4年度 令和5年度 令和6年度 備　考

総事業費 5,000,000 5,000,000 11,000,000 令和4～6年度の総事業費

11
達成度 ％ 100.0% 100.0% 100.0%

交付金事業の活動指標
及び活動実績

％ 100.0%

令和6年度

スクールバス運行月

活動実績 月 10 11 11
活動見込 月 10

活動指標 単位 令和4年度 令和5年度

11

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和7年度

評価年度の設定理由
事業終了が2月末のため事業実施翌年度早期までに評価を実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　学校の統合により遠距離通学となっている児童の登下校時における安全確保、通学時間の短縮及び疲
労の緩和等が図られました。
　また、運行業務の委託により経費を削減することができました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

成果実績 ％ 100
目標値 ％ 100
達成度

児童が安心して生活できる環
境づくりを目指します。



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度）

事業期間の設定理由 柏崎市第五次総合計画　基本構想・前期基本計画の終期まで

番号 措置名 交付金事業の名称

18 地域活性化措置 地域コミュニティ活動推進事業

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

交付金事業に関係する主要政策・施策
柏崎市第五次総合計画　基本構想・後期基本計画（令和4年度～令和7年度）
　第6章　自治経営～多様な主体と共創し共有するまちをめざして～
　　第2節　持続可能な市民力と地域力をはぐくむ
      2　地域力が発揮できる環境を充実させる

施策の目標指標：施設利用者数　400,000人（令和6年度）
目標値：施設利用者数　400,000人（令和6年度）

事業開始年度 令和4年度 事業終了（予定）年度 令和7年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 柏崎市
交付金事業実施場所 柏崎市加納地内ほか26件

交付金事業の概要

　コミュニティセンター職員人件費（27地区　センター長27名、8時間主事30名、5時間主事23名）11か月分。
　地方分権、住民と行政の協働、住民参画という時代の潮流のもと、本市は住民主体の地域づくりを推進し、その
支援を行っています。市民と市が相互に補完しつつ、協働してまちづくりを推進するコミュニティ施策を展開する
ため、地域づくりの拠点と位置付けている市内のコミュニティセンターの管理運営に要する職員を確保し、地域づ
くりに係る事業の充実を図ります。

（単位：円）



交付金事業の評価課室 市民生活部市民活動支援課

交付金事業の担当課室 市民生活部市民活動支援課

うち経済産業省分 50,000,000 50,000,000 50,000,000

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

交付金充当額 50,000,000 50,000,000 50,000,000

うち文部科学省分

交付金事業の総事業費
等

令和4年度 令和5年度 令和6年度

総事業費 50,000,000 50,000,000 50,000,000

交付金事業の活動指標
及び活動実績

令和6年度

コミュニティセンター職員の
雇用量
（雇用人数（人）×雇用期間
（月））

活動実績 人月 869 869 880
活動見込 人月 869

活動指標

施設
利用者数
400,000人

施設
利用者数

単位 令和4年度 令和5年度

869

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和7年度

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる業務改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等
　コミュニティセンターを管理運営するために必要な人件費を補助することで、コミュニティが地域づくりの運営
の核となるよう、その経済基盤の確立を図ることができました。
　新型コロナウイルス感染症の影響を受けて大幅に減少した利用者数は、目標値で定める従来の水準まで回復して
いない現状です。コロナ禍で一度離れた利用者が戻らず、利用サークルの減少やイベント自体の規模の見直しがな
されたことが要因と考えられます。各コミュニティセンターでは新規イベントの立ち上げや集まりやすい夜間や休
日に事業を実施するなど、工夫を凝らした活動を進めており、一定の回復は見受けられます。今後も地域性に応じ
た活動の実践により地域課題の解決や活性化への取組を支援していくことで持続可能なコミュニティの形成を推進
していきます。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

成果実績 人 269,096

令和4～6年度の総事業費

150,000,000円

400,000

達成度 ％ 67.3%

目標値 人

備　考

880

達成度 ％ 100.0% 100.0% 100.0%



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度） （単位：円）

事業期間の設定理由

番号 措置名 交付金事業の名称

19 地域活性化措置 資源ごみ・一般ごみ収集運搬事業

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

第6次出雲崎町総合計画
基本目標2　安全で安心に暮らせるまちづくり【安全・基盤】
施策⑧　自然との共生・循環型社会の推進
【施策の方針】
　先人から引き継いだ自然環境を保全し、ごみの減量化や再資源化の促進など廃棄物の適正処
理、また再生可能エネルギーの活用を推進し、自然環境の保全と循環型社会の構築を図ります。
【目標】
　ごみのリサイクル率　26.5％

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和6年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 出雲崎町
交付金事業実施場所 出雲崎町全域

交付金事業の概要
　生活の多様化によるごみの増加に対応し、効率的な収集体制の整備を図るとともに、ごみの減
量化、資源化を更に進めるため、一般ごみ及び資源ごみの収集運搬業務（資源ごみ分別回収業務
委託　10ケ月、一般ごみ収集運搬業務委託　10ケ月）に補助金を充当して実施します。



交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和6年度

評価年度の設定理由

成果実績を測定し次第、評価を実施します。

補助金事業の定性的な成果及び評価等

補助事業の実施に伴い通年を通じ、施設の効率的かつ効果的な維持運営が図られました。

113.6%

ごみのリサ
イクル率
26.5%

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

成果実績 ％ 30.1

目標値 ％
ごみのリサ
イクル率

26.5

達成度 ％

214

達成度 ％ 100.0% 100.0% 100.0%

交付金事業の活動指標
及び活動実績

令和6年度

ごみの収集日数

活動実績 日 216 214 214

活動見込 日 216

活動指標 単位 令和4年度 令和5年度

214

交付金事業の総事業費
等

令和4年度 令和5年度 令和6年度 備　考

総事業費 11,500,000 11,200,000 12,000,000

交付金事業の評価課室 町民課
交付金事業の担当課室 町民課

うち経済産業省分 11,500,000 11,200,000 12,000,000

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

34,700,000円

令和4～6年度の総事業費

資源ごみ分別回収業務委託 指名競争入札 ㈱丸共 12,650,000
一般廃棄物収集運搬業務委託 随意契約 ㈱フェニックス 14,542,000

交付金充当額 11,500,000 11,200,000 12,000,000

うち文部科学省分



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度）

事業期間の設定理由 　第2期総合戦略の対象期間と同一にするため。

番号 措置名 交付金事業の名称

20 地域活性化措置 特別支援教育推進事業

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

　「第2期聖籠町まち・ひと・しごと創生総合戦略」では、基本目標の1つに「結婚・出産・子育ての希望
をかなえる」を掲げ、ＫＰＩ（重要業績評価指標）として「合計特殊出生率（2019～2024平均）1.92」を
設定した上で、結婚したいと望む人たちが希望どおりに結婚ができ、安心して子どもを産み育てられるよ
う社会状況の変化に応じた出産や子育てのサポート体制を充実させるとともに、子育てと仕事が両立でき
る環境整備の推進、未来を創る子どもたちへの教育内容の充実を図ることとしています。

事業開始年度 令和2年度 事業終了（予定）年度 令和6年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 聖籠町
交付金事業実施場所 聖籠町大字諏訪山地内、蓮潟地内、蓮野地内、山倉地内、次第浜地内

交付金事業の概要
　介助員及び適応指導教室（教育支援センター（フレンドルーム））指導員の人件費（4～1月分）に充当
し、児童・生徒一人一人の状況に応じた特別な支援の実施体制の整備・充実を図ります。

（単位：円）



介助員人件費 雇用 パートタイム会計年度任用職員２９人 64,465,088
適応指導教室指導員人件費 雇用 適応指導員２人 4,344,204

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和7年度

達成度 ％ 90.6%

評価年度の設定理由

　毎年度ＰＤＣＡサイクルにより効果を検証し、事業終了翌年度早期に評価を実施するため。

合計特殊出
生率の維持

合計特殊出
生率（2019
～2024平

均）

補助金事業の定性的な成果及び評価等

成果実績 1.74

目標値 ー 1.92

本交付金の活用により、介助員及び適応指導教室（教育支援センター（フレンドルーム））指導員の人件
費（4月～1月分）を確保することができました。
次年度に向けた改善としては、職員の適正な配置や研修会の実施を通じ、特別な支援の実施体制を強化す
るとともに、子育てのサポート体制の充実を図ることで、合計特殊出生率の向上につなげます。

無

活動実績 人月 285 336 306

活動見込 人月 291 344

交付金事業の総事業費
等

令和4年度 令和5年度 令和６年度

総事業費 30,000,000 30,000,000 30,000,000

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 令和4年度 令和5年度

令和4～6年度の総事業費

令和6年度

備　考

310

達成度 ％ 97.9% 97.7% 98.7%

雇用量
（人数×雇用期間）

90,000,000円

うち経済産業省分 30,000,000 30,000,000 30,000,000

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

交付金充当額 30,000,000 30,000,000 30,000,000

うち文部科学省分

交付金事業の評価課室 総合政策課
交付金事業の担当課室 教育未来課、子ども教育課



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度）
番号 措置名 交付金事業の名称

21 地域活性化措置 可燃・不燃ごみ収集事業

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

　湯沢町における、可燃・不燃ごみ収集事業は、湯沢町総合計画、また湯沢町一般廃棄物処理基本計画に則り行
われています。
湯沢町総合計画では、令和12年度におけるごみ排出量4,494ｔに減量することを目標としています。

事業開始年度 令和3年度 事業終了（予定）年度 令和12年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 湯沢町
交付金事業実施場所 湯沢町全域

交付金事業の概要
　湯沢町では、町民に身近なサービスであるごみの収集、運搬事業を行うことにより、町民が安心して暮らせる
清潔な町づくりを図ります。この事業を継続的に実施するため、可燃ごみ収集業務委託、不燃ごみ収集業務委託
（10か月分）に補助金を充当し、事業を行いました。

事業期間の設定理由 湯沢町総合計画（2021-2030）の終期まで

（単位：円）



90,000,000円

令和4～6年度の総事業費

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和12年度

達成度 ％ ―

評価年度の設定理由

総合計画の終期に評価を実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

湯沢町ごみ
排出量の減
少

湯沢町ごみ
排出量

成果実績 t ―

目標値 t 4,494

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 令和4年度 令和5年度 令和6年度

備　考

総事業費 30,000,000 30,000,000 30,000,000

767

達成度 ％ 100.0% 100.0% 100.0%

ごみの運搬・収集を行っ
た回数

活動実績 回 857 794 767

活動見込 回 857 794

交付金充当額 30,000,000 30,000,000 30,000,000

うち文部科学省分

交付金事業の総事業費
等

令和4年度 令和5年度 令和6年度

うち経済産業省分 30,000,000 30,000,000 30,000,000

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

交付金事業の評価課室 湯沢町企画産業観光部企画観光課

可燃ごみ収集運搬 随意契約 (有)クリーン産業平山 47,245,000

交付金事業の担当課室 湯沢町企画産業観光部環境農林課
不燃ごみ収集運搬 随意契約 (株)湯沢重機建設 17,444,000



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和6年度）
（単位：円）

5,203,000

10,000,000 10,000,000 14,630,000

600,000 600,000 924,000

1,331,000

500,000 500,000 1,071,400

1,126,000 1,126,000 2,065,855

900,000 900,000

4

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

6

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

7

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

出雲崎町

出雲崎町

出雲崎町

出雲崎町 6,100,000 6,100,000

ふれあいの里浴室照明LED改修事
業

中学校校舎棟照明LED改修事業

5

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

小学校校舎棟照明LED改修事業 出雲崎町

交付金事業に要し
た経費

交付金充当額 備　考

5,600,000 5,600,000 5,863,000

2

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

3

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接

交付金事業者名

刈羽村

出雲崎町

1

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

小中学校備品整備事業 刈羽村

生涯学習センター備品整備事業

天領の里物産館・レストラン空調
設備改修事業

3,500,000 3,500,000

15,840,000

海岸公民館2階大会議室照明LED改
修事業

小学校校舎棟特別教室空調改修事
業

8

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置



　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

16 地域活性化措置 市立保育園の保育運営事業 長岡市 39,000,000 39,000,000 88,854,812

7,979,56415 地域活性化措置 栃尾地域スクールバス運行事業 長岡市 4,400,000 4,400,000

45,221,000 58,827,891

妙高市 8,570,109 8,570,109 10,115,561

12 地域活性化措置 保育園運営事業 45,221,000魚沼市

13 地域活性化措置 町立保育園運営事業 津南町 33,557,000 33,557,000 39,582,000

14 地域活性化措置 アートステージ妙高推進事業

61,147,000 61,147,000 74,694,653

出雲崎町

出雲崎町町民プールトイレ改修事業

500,000 500,000

11

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

町民体育館トイレ改修事業

10

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

消防・防災活動事業

9

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

阿賀町

1,716,000

1,000,000 1,000,000 3,135,000



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度） （単位：円）
番号 措置名 交付金事業の名称

1
公共用施設に係る整備、維持補修又は維持運
営等措置

小中学校備品整備事業

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

基本目標1　安全安心でやすらぎの笑顔
　(5)高齢者や障がい者の活躍と子育て・教育
　　環境の充実
　　153　個性を伸ばす教育環境の整備
　　　○学校施設・設備の整備・充実
・学校施設の安全性を確保するため、老朽化による要修繕箇所を安全点検等により把握し、適切な時
　期に必要な改修・修繕を実施します。
目標：学校教育の体制や環境の充実に対する満足度 43％（令和7年度）

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和6年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 刈羽村
交付金事業実施場所 刈羽村大字割町新田・刈羽地内

交付金事業の概要
　給食調理場備品として、刈羽小学校に丸形フライヤー1台及び包丁まな板殺菌庫2台並びに刈羽中学校に食器洗
浄機1台を整備します。また、刈羽小学校においてＩＣＴ教育環境の充実を図るため、電子黒板及び書画カメラ各
1台を整備します。

事業期間の設定理由



①安全かつ効率的な作業に
より食中毒等の事故を起こ
さずに、年間200回程度の
給食を提供します。
②ICT環境の充実により、
年間350時限程度のICT教育
の提供をします。

①事故を起こ
さずに給食を
提供した回数
②ICT環境を活
用し授業を

行った時間数

200回 350時間目標値
回／時

間

交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和8年度

達成度 ％ -

評価年度の設定理由
備品を購入した翌年度の状況をもとに評価するため、事業実施翌々年度早期に評価を実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

成果実績
回／時

間
-

　刈羽小学校において電子黒板を整備したことで、電子黒板等を活用した授業を提供できるようになり、ＩＣＴ
教育環境がより充実し児童の確かな学力の育成に寄与しています。また、刈羽小中学校の給食調理場備品の更新
により、年間を通して両校共に自校調理給食が継続できるようになり、安全でかつ安定的な学校給食の提供が確
保されました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和6年度

100.0%

交付金事業の総事業費等 令和6年度 備　考

活動見込 台 6
給食調理場備品の購入台数＋教育備
品の購入台数

活動実績 台 6

達成度 %

総事業費 5,600,000
交付金充当額 5,600,000
うち文部科学省分
うち経済産業省分 5,600,000

交付金事業の担当課室 教育課
交付金事業の評価課室 教育課、産業政策課

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

刈羽小学校電子黒板 随意契約 ㈱小林文英堂 693,000

刈羽小中学校給食調理場備品 指名競争入札 サカタ調理機㈱ 5,170,000



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度） （単位：円）

　刈羽村は、村民の生涯学習・スポーツ活動を推進するため生涯学習センター「ラピカ」を設置していま
す。村民の快適な生涯学習環境を維持するため、生涯学習センター「ラピカ」に更衣室ロッカーを更新
し、当該購入費に交付金を充当しました。

事業期間の設定理由

番号 措置名 交付金事業の名称

2
公共用施設に係る整備、維持補修又
は維持運営等措置

生涯学習センター備品整備事業

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

基本目標1　安全安心でやすらぎの笑顔
　(5)高齢者や障がい者の活躍と子育て・教育環境の充実
　　154　生きがいの持てる暮らしの整備
　　　○生涯学習・スポーツ施設の整備・維持管理
・生涯学習センター「ラピカ」や第2体育館、源土運動広場、刈羽ぴあパークサッカー場などの施設整備及
び改修・維持管理を計画的に行い、安全性と村民の生涯学習や芸術文化・スポーツ・レクリエーション活
動の利便性を高めます。特に「ラピカ」では、老朽化した施設・設備の大規模改修を実施します。
目標：ラピカ教室数 49教室、高齢者学級在籍者数 62人、図書館利用者数 27,600人（いずれも令和7年
度）

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和6年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 刈羽村
交付金事業実施場所 刈羽村大字刈羽地内

交付金事業の概要



成果実績 人

評価年度の設定理由
備品を購入した翌年度の状況をもとに評価するため、事業実施翌々年度早期に評価を実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

交付金事業の総事業費等 令和6年度 備　考

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標

　更衣室のロッカーを更新することで、生涯学習センター「ラピカ」を引き続き安全・快適に施設・備品
を利用していただくことが可能となりました。また、利用者数の維持及び利用者の満足度の向上が図ら
れ、村民の生涯学習活動の推進に寄与しています。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

単位 令和6年度

目標値 人 150,000

交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和8年度

交付金充当額 3,500,000
うち文部科学省分

活動見込 台 13ロッカーの購入台数
活動実績 台 13

達成度 % 100.0%

契約の方法 契約の相手方 契約金額

生涯学習センター「ラピカ」更
衣室ロッカー

指名競争入札 ㈱小林文英堂 5,203,000

交付金事業の担当課室 教育課

交付金事業の契約の概要

生涯学習センター
「ラピカ」の年間延
べ利用者数

達成度

生涯学習セン
ター「ラピ

カ」の年間延
べ利用者数

150,000人を維
持します。

％

総事業費 3,500,000

うち経済産業省分 3,500,000

交付金事業の評価課室 教育課、産業政策課

契約の目的



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度） （単位：円）

事業期間の設定理由

番号 措置名 交付金事業の名称

3
公共用施設に係る整備、維持補修
又は維持運営等措置

天領の里物産館・レストラン空調設備改修事業

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

第6次出雲崎町総合計画
基本目標3　地域資源・特性を生かした魅力と活力あるまちづくり　【産業振興・就労】
施策④　観光の振興
【施策の方針】
本町の豊かな自然・歴史・文化や地域に伝わる「食」「工芸品」など多様な地域資源を有効活用し、時代
の変化に対応した新たな観光ニーズや潜在的なターゲットの掘りおこしに努め、受け入れ体制を整備して
いくとともに、効果的に情報発信していきます。
【目標】
観光客数　245,000人

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和6年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 出雲崎町
交付金事業実施場所 出雲崎町大字尼瀬地内

交付金事業の概要

　道の駅越後出雲崎天領の里内設備の維持改修を実施します。
　平成6年に建設した天領の里は、観光施設として中心的な役割を担っています。空調設備については平
成21年に1度入替改修を行っていますが、それから15年が経過し、不具合の頻発と部品供給の停止などで
修繕が困難になっています。本事業により突発的な施設の停止を防止し、安定した空調環境を整えること
により、来館者の利便性向上を図ります。
〔空調設備改修。室内機　室売店ほか：11基　室外機　一式〕



交付金事業の担当課室 産業観光課
交付金事業の評価課室 産業観光課

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

天領の里物産館・レストラン空調設備改修工事 指名競争入札 日新設備工業㈱ 14,630,000

交付金充当額 10,000,000
うち文部科学省分
うち経済産業省分 10,000,000

交付金事業の総事業費等 令和6年度

100

備　考

総事業費 10,000,000

達成度 % 100.0%

目標値 人 245,000

達成度 %

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和6年度

工事進捗率
活動実績 % 100
活動見込 %

単位 評価年度 令和6年度

評価年度の設定理由

成果実績を測定し次第、評価を実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　観光客数は目標に達することができませんでしたが、町の観光施設の中心である道の駅出雲崎天領の里
の指定管理者が令和7年度から変更となり、リニューアルオープンし集客数増加を目指しています。ま
た、施設の改修により利便性の向上が図られました。

91.0%

成果実績 人 222,965

観光客数
245,000人

観光客数

交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度） （単位：円）

事業期間の設定理由

番号 措置名 交付金事業の名称

4
公共用施設に係る整備、維持補修
又は維持運営等措置

ふれあいの里浴室照明LED改修事業

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

第6次出雲崎町総合計画
基本目標1　健やかに笑顔で暮らせるまちづくり　【子育て・健康・福祉】
施策④　地域福祉の充実
【施策の方針】
すべての町民が安心して暮らせるよう、互いに協力し、支え合い、多様な主体が一人ひとりの状況に
寄り添った包括的な支援を地域ぐるみで進めます。
【目標】
適正な維持管理を行い、臨時休館・使用不可日を設けないこと。

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和6年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 出雲崎町
交付金事業実施場所 出雲崎町大字大門地内

交付金事業の概要

　保健福祉総合センターふれあいの里内設備の維持改修を実施します。
　平成9年に竣工した保健福祉総合センターふれあいの里は、保健事業や地域活動の場として中心的な
役割を担っています。また、災害時の避難所として指定されています。
　今回、LED照明に改修することで、施設使用時の利便性の確保や器具の長寿命化と省エネ化により施
設内の管理経費の削減を図ります。
〔LED照明器具取付。既存照明器具撤去・処分 浴室ロビー：14台 男子浴室ほか：20台 女子浴室ほ
か：21台〕



交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

うち経済産業省分 600,000

交付金事業の担当課室 保健福祉課

交付金事業の評価課室 保健福祉課

ふれあいの里浴室照明LED改修工事 随意契約 ㈲田中電気工業 924,000

交付金充当額 600,000
うち文部科学省分

交付金事業の総事業費等 令和6年度 備　考

総事業費 600,000

活動見込 ％ 100

達成度 ％ 100.0%

日 359

無

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和6年度

工事進捗率

活動実績 ％ 100

目標値 日 359

達成度 ％
交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和6年度

開館日数
359日

100.0%

評価年度の設定理由

成果実績を測定し次第、評価を実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等
施設の改修により利便性の向上と省エネ化による管理経費の削減が図られました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

開館日

成果実績



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度） （単位：円）

事業期間の設定理由

番号 措置名 交付金事業の名称

5
公共用施設に係る整備、維持補修
又は維持運営等措置

小学校校舎棟照明LED改修事業

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

第6次出雲崎町総合計画
基本目標4　夢を育み、誇りある歴史、文化を継承するまちづくり【教育・文化】
施策①　学校教育の充実
【施策の方針】
すべての子どもたちが、質の高い教育を安全・安心にそして平等に受けることができる教育環境の整備
を進めます。また、確かな学力を身につけ豊かな心を育むために、教育内容や学習機会を充実させま
す。
【目標】
開校日数　206日

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和6年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 出雲崎町
交付金事業実施場所 出雲崎町大字川西地内

交付金事業の概要

　小学校内設備の維持改修を実施します。
　昭和53年に建設した出雲崎小学校校舎棟は、供用開始から44年経過しており、電気料の維持管理への
負担も大きくなっています。今回LED照明に改修することで、施設使用時の利便性の確保や器具の長寿
命化と省エネ化により施設内の管理経費の削減を図ります。
〔LED照明器具取付。既存照明器具撤去・処分
　1階みのり教室ほか：10台　2階2年教室ほか：61台　3階くるみ3組教室ほか：32台〕



交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

うち経済産業省分 1,126,000

交付金事業の担当課室 教育課

交付金事業の評価課室 教育課

小学校校舎棟照明LED改修工業 指名競争入札 ㈲タナックス 2,065,855

交付金充当額 1,126,000
うち文部科学省分

交付金事業の総事業費等 令和6年度 備　考

総事業費 1,126,000

活動見込 ％ 100
達成度 ％ 100.0%

日 206

無

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和6年度

工事進捗率
活動実績 ％ 100

目標値 日 206

達成度 ％交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和6年度

開校日数
206日

100.0%

評価年度の設定理由

成果実績を測定し次第、評価を実施します。
交付金事業の定性的な成果及び評価等

施設の改修により利便性の向上と省エネ化による管理経費の削減が図られました。
評価に係る第三者機関等の活用の有無

開校日

成果実績



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度） （単位：円）

事業期間の設定理由

番号 措置名 交付金事業の名称

6
公共用施設に係る整備、維持補修又は
維持運営等措置

中学校校舎棟照明LED改修事業

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

第6次出雲崎町総合計画
基本目標4　夢を育み、誇りある歴史、文化を継承するまちづくり【教育・文化】
施策①　学校教育の充実
【施策の方針】
すべての子どもたちが、質の高い教育を安全・安心にそして平等に受けることができる教育環境の整備を
進めます。また、確かな学力を身につけ豊かな心を育むために、教育内容や学習機会を充実させます。
【目標】
開校日数　207日

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和6年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 出雲崎町
交付金事業実施場所 出雲崎町大字米田地内

交付金事業の概要

　出雲崎中学校内設備の維持改修を実施します。
　昭和49年に建設した出雲崎中学校校舎棟は、供用開始から48年経過しており、電気料の維持管理への負
担も大きくなっています。今回LED照明に改修することで、施設使用時の利便性の確保や器具の長寿命化と
省エネ化により施設内の管理経費の削減を図ります。
〔LED照明器具取付。既存照明器具撤去・処分
　１階保健室ほか：24台　２階理科室ほか：36台〕



交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

うち経済産業省分 900,000

交付金事業の担当課室 教育課

交付金事業の評価課室 教育課

中学校校舎棟照明LED改修工事 指名競争入札 ㈲タナックス 1,331,000

交付金充当額 900,000
うち文部科学省分

交付金事業の総事業費等 令和6年度 備　考

総事業費 900,000

活動見込 ％ 100
達成度 ％ 100.0%

日 207

無

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和6年度

工事進捗率
活動実績 ％ 100

目標値 日 207

達成度 ％
交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和6年度

開校日数
207日

100.0%

評価年度の設定理由

成果実績を測定し次第、評価を実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等
施設の改修により利便性の向上と省エネ化による管理経費の削減が図られました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

開校日

成果実績



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度） （単位：円）

事業期間の設定理由

番号 措置名 交付金事業の名称

7
公共用施設に係る整備、維持補修
又は維持運営等措置

海岸公民館2階大会議室照明LED改修事業

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

第6次出雲崎町総合計画
基本目標4　夢を育み、誇りある歴史、文化を継承するまちづくり【教育・文化】
施策②　生涯学習の充実
【施策の方針】
町民が生涯を通じて、主体的に学ぶことができるよう、ニーズに応じた学習機会を提供するととも
に、指導者の育成に努めます。
【目標】
海岸公民館利用者数　2,200人

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和6年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 出雲崎町
交付金事業実施場所 出雲崎町大字羽黒町地内

交付金事業の概要

　海岸公民館内設備の維持改修を実施します。
　平成5年に竣工した海岸公民館は、32年経過しており、電気料の維持管理への負担も大きくなってい
ます。また、災害時の避難所にも指定されています。
　今回LED照明に改修することで、施設使用時の利便性の確保や器具の長寿命化と省エネ化により施設
内の管理経費の削減を図ります。
〔LED照明器具取付。既存照明器具撤去・処分　2階大会議室：38台〕



契約の方法 契約の相手方 契約金額

交付金事業の評価課室 教育課

交付金事業の担当課室 教育課

海岸公民館2階大会議室照明LED改修工事 随意契約 ㈲田中電気工業 1,071,400

交付金事業の総事業費等 令和6年度 備　考

総事業費 500,000

交付金事業の契約の概要
契約の目的

活動見込 ％ 100
達成度 ％ 100.0%

うち経済産業省分 500,000

交付金充当額 500,000
うち文部科学省分

無

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和6年度

工事進捗率
活動実績 ％ 100

目標値 人 2,200

達成度 ％交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和6年度

海岸公民館
利用者数
2,200人

145.2%

評価年度の設定理由
成果実績を測定し次第、評価を実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等
施設の改修により利便性の向上と省エネ化による管理経費の削減が図られました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

海岸公民館
利用者数

成果実績 人 3,194



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度） （単位：円）

事業期間の設定理由

番号 措置名 交付金事業の名称

8
公共用施設に係る整備、維持補修
又は維持運営等措置

小学校校舎棟特別教室空調改修事業

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

第6次出雲崎町総合計画
　基本目標4　夢を育み、誇りある歴史、文化を継承するまちづくり【教育・文化】
　　施策①　学校教育の充実
　　　【施策の方針】
　　　　すべての子どもたちが、質の高い教育を安全・安心にそして平等に受けることがで
        きる教育環境の整備を進めます。また、確かな学力を身につけ豊かな心を育むため
        に、教育内容や学習機会を充実
　　　　させます。
　　　【目標】
　　　　開校日数　206日

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和6年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 出雲崎町
交付金事業実施場所 出雲崎町大字川西地内

交付金事業の概要

　小学校内設備の維持改修を実施します。
　昭和53年に建設した出雲崎小学校校舎棟は、供用開始から45年経過しています。近年の猛暑に対応
し、児童・教職員が安全で快適な環境の中で活動するための冷房設備の整備が求められています。4階
小ホール及び図工室には冷房設備がなく、今回、冷房設備を設置することで、安全快適な環境を整備
を図ります。
〔空調設備改修　図工室：3台　小ホール：3台〕



交付金事業の担当課室 教育課

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

うち経済産業省分 6,100,000

交付金事業の評価課室 教育課

小学校校舎棟特別教室空調改修工事 指名競争入札 三協設備工業㈱ 15,840,000

交付金充当額 6,100,000
うち文部科学省分

交付金事業の総事業費等 令和6年度 備　考

総事業費 6,100,000

活動見込 % 100
達成度 % 100.0%

日 206

無

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和6年度

工事進捗率
活動実績 % 100

目標値 日 206
達成度 ％

交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和6年度

開校日数
206日

100.0%
評価年度の設定理由

成果実績を測定し次第、評価を実施します。
交付金事業の定性的な成果及び評価等

施設の改修により快適性が向上しました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

開校日
成果実績



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度） （単位：円）
番号 措置名 交付金事業の名称

9
公共用施設に係る整備、維持補修
又は維持運営等措置

町民体育館トイレ改修事業

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

第6次出雲崎町総合計画
基本目標4　夢を育み、誇りある歴史、文化を継承するまちづくり【教育・文化】
施策③　スポーツの振興
【施策の方針】
子どもから高齢者まで誰もが手軽にスポーツに親しむことができる環境や機会の充実を図るととも
に、指導者の育成に努めます。
【目標】
体育施設利用者数　28,000人

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和6年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 出雲崎町
交付金事業実施場所 出雲崎町大字米田地内

交付金事業の概要

　町民体育館内設備の維持改修を実施します。
　昭和60年に建設した町民体育館は、供用開始から40年以上経過しています。男子トイレは和式便器
のみであり、生活様式の変化や衛生面の懸念などから、利用しづらい状況です。
今回、洋式便器に改修することで、利用者の利便性向上を図ります。
〔洋式便器設置　1基〕

事業期間の設定理由



目標値 人 28,000

交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和6年度

達成度 ％ 131.3%
評価年度の設定理由

成果実績を測定し次第、評価を実施します。
交付金事業の定性的な成果及び評価等

成果実績 人 36,776

施設の改修により快適性が向上しました。
評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和6年度

交付金事業の総事業費等 令和6年度 備　考

活動見込 ％ 100工事進捗率
活動実績 ％ 100

達成度 ％ 100.0%

契約の方法 契約の相手方 契約金額

総事業費 500,000
交付金充当額 500,000
うち文部科学省分
うち経済産業省分 500,000

交付金事業の担当課室 教育課

交付金事業の評価課室 教育課

町民体育館トイレ改修工事 指名競争入札 日新設備工業㈱ 1,716,000

交付金事業の契約の概要
契約の目的

体育施設利
用者数
28,000

体育施設利
用者数



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度） （単位：円）
番号 措置名 交付金事業の名称

10
公共用施設に係る整備、維持補修
又は維持運営等措置

町民プールトイレ改修事業

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

第6次出雲崎町総合計画
基本目標4　夢を育み、誇りある歴史、文化を継承するまちづくり【教育・文化】
施策③　スポーツの振興
【施策の方針】
子どもから高齢者まで誰もが手軽にスポーツに親しむことができる環境や機会の充実を図るととも
に、指導者の育成に努めます。
【目標】
体育施設利用者数　28,000人

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和6年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 出雲崎町
交付金事業実施場所 出雲崎町大字米田地内

交付金事業の概要

　町民プール内設備の維持改修を実施します。
　平成5年に建設した町民プールトイレは、男女ともに和式便器が多く、生活様式の変化や衛生面の懸
念などから、利用しづらい状況です。
今回、洋式便器に改修することで、利用者の利便性向上を図ります。
〔洋式便器設置　3基〕

事業期間の設定理由



目標値 人 28,000
達成度 ％

交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和6年度

体育施設利
用者数
28,000 131.3%

評価年度の設定理由
成果実績を測定し次第、評価を実施します。

補助金事業の定性的な成果及び評価等
施設の改修により快適性が向上しました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

体育施設利
用者数

成果実績 人 36,776

無

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和6年度

工事進捗率
活動実績 ％ 100
活動見込 ％ 100
達成度 ％ 100.0%

交付金事業の総事業費等 令和6年度 備　考

総事業費 1,000,000
交付金充当額 1,000,000
うち文部科学省分
うち経済産業省分 1,000,000

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

町民プールトイレ改修工事 指名競争入札 大谷商店 3,135,000

交付金事業の担当課室 教育課

交付金事業の評価課室 教育課



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度） （単位：円）
番号 措置名 交付金事業の名称

11
公共用施設に係る整備、維持補修
又は維持運営等措置

消防・防災活動事業

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

第2次阿賀町総合計画後期基本計画
基本目標6　安全・安心な暮らしを確保する
基本施策6－1　強靭な社会基盤の整備
施策3　消防・救急体制の充実、医療機関との連携
〇消防・救急体制の充実を図る
〇消防団の充実を図る
〇応急手当の知識や技術の普及を図る

目標：火災件数　1件/年

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和6年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 阿賀町
交付金事業実施場所 阿賀町　津川・日出谷乙・豊川甲・白崎

交付金事業の概要

①事業の内容
消防本部及び3分遣所の職員25名分の給与7か月分
（6月～12月給与、12月期末・勤勉手当）
②交付金を活用する目的
住民の生命と財産を火災から保護すること及び救急や救助業務のほか災害防除に取り組み、被害を軽減
することを目的とした消防・防災活動事業を実施するため、交付金を充当します。

事業期間の設定理由



目標値 件 1
達成度 ％

交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和6年度

火災件数
1件/年

33.3%
評価年度の設定理由

成果実績を測定し次第、評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　火災件数3件　内訳：車両火災1件　林野火災2件

　車両火災1件は、事故車両からの出火が原因です。
　林野火災は市街地での火災とは異なり、いったん発生すると消防水利の不足や道路状況などの地理
的、地形的な条件から消防活動が非常に困難なため、焼損面積が広範囲に及ぶ危険性が高くなることか
ら、消防団と連携しながら林道等の見回りを強化し、予防消防の更なる充実に努めます。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

火災件数
成果実績 3

無

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和4年度 令和5年度 令和6年度

消防職員の雇用量
（雇用人数（人）×雇用
期間（月））

活動実績 165 175 172
活動見込 人月 168 175 175
達成度 ％ 98.2% 100.0% 98.3%

交付金事業の総事業費等 令和4年度 令和5年度 令和6年度 備　考

総事業費 61,010,000 61,180,000 61,147,000 令和4～6年度の総事業費
交付金充当額 61,010,000 61,180,000 61,147,000 183,337,000円
うち文部科学省分
うち経済産業省分 61,010,000 61,180,000 61,147,000

交付金事業の評価課室 阿賀町消防本部　警防課

交付金事業の担当課室 阿賀町消防本部　警防課

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度） （単位：円）
番号 措置名 交付金事業の名称

12 地域活性化措置 保育園運営事業

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

第二次魚沼市総合計画（平成28年度～令和7年度）
第3節　健康・福祉　基本目標　生涯にわたり健やかで安心して暮らせるまちづくり
第2項　安心して産み育てる喜びを感じることができる社会の構築
　親子とも健やかに育ちあいながら、子育てが楽しいと感じられるように、地域全体で支える環境を整えま
す。
第二次魚沼市総合計画後期基本計画　主要な施策（令和3年度～令和7年度）
　1.子育て支援（3-2-1）
　育児不安を受け止め、子育て世代が孤立しないように子育てに寄り添い、すべての保護者が子育てや子ど
もの成長に喜びや生きがいを感じられるよう、子どもの健やかな成長を地域全体で見守り、育む仕組みづく
りをすすめていきます。
　妊娠期から子育てまで切れ目のない母子保健対策の充実と、子育てに関して身近な相談窓口である保育
園、幼稚園、子育て支援センターと子育て世代包括支援センターとの連携を強化し、情報の発信と相談・支
援体制の充実を図ります。
　2.子育て環境の充実（3-2-2）
　保護者の就業状況など社会の変化による保育ニーズの多様化に対応するため、多面的な保育サービスの提
供や、公立保育園の運営のあり方について検討します。
　乳児期から健やかな発達を支援するため、子育て支援センターや子育ての駅かたっくりの体制整備や施策
の充実に加え、保護者や地域が共に学び、育ち、支え合えるよう情報提供に努めます。
成果指標：
1.子育て支援　子育てが楽しいと感じる人の割合
　4か月:94.2%　1歳6か月:89.9%　3歳:87.5%（令和7年度）
2.子育て環境の充実　ファミリーサポートセンター会員数
　70人（令和3年度～令和7年度累計）

事業開始年度 平成28年度 事業終了（予定）年度 令和7年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 魚沼市
交付金事業実施場所 魚沼市堀之内地内　ほか2件

交付金事業の概要

　魚沼市内保育園の保育士人件費（3保育園・保育士12名）10か月分
　魚沼市は、第二次魚沼市総合計画に基づき、安心して産み育てる喜びを感じることができる社会の構築に
向け、保育ニーズの多様化に対応するため、電源立地地域対策交付金を活用し、保育サービス等の充実に努
めています。

事業期間の設定理由 第二次魚沼市総合計画の終期まで



目標値 ％ 100

達成度 ％

交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和6年度

要保育児の
入所率
100% 100.0%

評価年度の設定理由
毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施後速やかに評価を実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　本交付金の活用により、当該3保育園の保育士の定員を確保することができました。引き続き、市の子育
て支援関係施策の基本となる公立保育園の運営体制を確保しつつ、一時預かりや延長保育を含めた様々な保
育サービス等の充実を図っていきます。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

要保育児の
入所率：入
所者数÷入
所対象人口

×100

成果実績 ％ 100

無

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和4年度 令和5年度 令和6年度

保育士の雇用量
（雇用人数（人）×雇用
期間（月））

活動実績 120 120 120
活動見込 人月 120 120 120
達成度 ％ 100.0% 100.0% 100.0%

交付金事業の総事業費等 令和4年度 令和5年度 令和6年度 備　考

総事業費 45,374,000 45,394,000 45,221,000 令和4～6年度の総事業費
交付金充当額 45,374,000 45,394,000 45,221,000 135,989,000円
うち文部科学省分
うち経済産業省分 45,374,000 45,394,000 45,221,000

交付金事業の担当課室 教育委員会事務局子ども課

交付金事業の評価課室 総務政策部企画政策課

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

雇用 保育士12名 58,827,891



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度） （単位：円）
番号 措置名 交付金事業の名称

13 地域活性化措置 町立保育園運営事業

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

交付金事業に関係する主要政策・施策
津南町総合振興計画 第6次後期計画（令和3年度～令和12年度）
　第3章 第1節 第1項　多様化するニーズへの対応とよりよい育ちのための保育
　5か所の保育所の園児に対する、交付対象期間（10か月間）を含む通年（12か月間）の保育を実施す
るのに必要な体制を整備（保育士12名確保）することにより、子どもを安心して預けられる環境整備、
多様化する保護者のニーズに対応できる保育所運営の円滑な実施に寄与します。

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和6年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 津南町

交付金事業実施場所 津南町大字下船渡　ほか

交付金事業の概要

　少子化で子どもの人数は減少していますが、核家族化など社会的要因により未満児から保育所に入所
となるケースや、障がい児や障がい児傾向の児童を抱える子どもの増加により、保育士にかかる負担が
増えています。その一方で、子育て支援に関してはこれまで以上の施策を住民が求めていることから、
そのニーズに対応できる保育士を公立保育所に配置する必要があるため、5箇所の町立保育所の運営に
係る職員人件費　保育士12名分の給与（R6.5月～R7.2月分）に交付金を充当します。

事業期間の設定理由



目標値 ％ 0

達成度 ％

交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和7年度

待機児童0人
100.0%

評価年度の設定理由
毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

待機児童数
（入所希望
者数-入所者

数）

成果実績 ％ 0

無

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和4年度 令和5年度 令和6年度

保育士の雇用量
（雇用人数（人）×雇用

期間（月））

活動実績 人月 110 119 120
活動見込 人月 120 120 120
達成度 % 91.7% 99.2% 100.0%

交付金事業の総事業費等 令和4年度 令和5年度 令和6年度 備　考

総事業費 33,540,000 33,537,000 33,557,000 令和4～6年度の総事業費
交付金充当額 33,540,000 33,537,000 33,557,000 100,634,000円
うち文部科学省分
うち経済産業省分 33,540,000 33,537,000 33,557,000

交付金事業の担当課室 教育委員会

交付金事業の評価課室 総務課

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

人件費 雇用 保育士12名 39,582,000



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度） （単位：円）
番号 措置名 交付金事業の名称

14 地域活性化措置 アートステージ妙高推進事業

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和6年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 妙高市
交付金事業実施場所 妙高市一円

交付金事業の概要

市民の芸時術文化活動への参加を促し、妙高の特色ある芸術文化活動の推進を図るため、下記の文化振興事業の運営
費に交付金を充当します。
①妙高芸術祭
　【四季彩芸術展】
　　期間：10月5日～27日／会場：妙高高原メッセほか
　　内容：「妙高」・「妙高戸隠連山国立公園」を題材にした全国公募展（絵画・写真の部）。
　　　　　公募展後には入賞作品展を開催。
　【妙高市美術展覧会】
　　期間：10月26日～11月4日／会場：妙高市ふれあい会館
　　内容：妙高市・上越市の身近な創作作品の発表の場でテーマは自由（日本画、洋画・版画・ﾃﾞｻﾞｲﾝ、
　　　　　写真、墨画、書道、彫塑・工芸の部）
　【ジュニア芸術展】
　　期間：10月26日～11月4日／会場：妙高市文化ホール
　　内容：市内の子どもたちを対象としたジュニア芸術展（絵画・書道の部）
②アート＆カルチャーフェスティバル
　期間：10～12月
　内容：10月～12月をアート＆カルチャーフェスティバル期間に位置付け、様々な芸術文化事業を開催しな
　　　　がら、文化団体の期間中のイベントＰＲや団体情報の発信を行う。また、当市の芸術文化事業の礎
　　　　となった岡倉天心の顕彰看板を設置する。
③東京藝術大学吹奏楽クリニック成果発表コンサート
　期日：10月19日、10月20日、12月27日、12月28日（クリニック）
　　　　12月28日（成果発表コンサート）
　内容：東京藝術大学の教授や学生による市内３中学校吹奏楽部への演奏指導を行う。最終日には市民向け
　　　　に成果発表会を開催する。

妙高市総合計画
　まちづくりの大綱：郷土を築く人と文化を育むまちづくり
　基本施策：郷土愛を育む文化のまちづくり
　主要施策：歴史文化資源の保存と活用

事業期間の設定理由 事業がイベント系であるため、事業年度は単年度としている。



　看板作成委託料 随意契約 (有)小池工芸 1,155,000

　会計年度任用職員費用弁償 費用弁償 会計年度任用職員1名 377

　消耗品費 随意契約 （株）小川紙店妙高 4,780

　印刷製本費 随意契約 （株）ケーナール事業本部 346,500

　会計年度任用職員共済費 共済費 会計年度任用職員1名 312,737

　普通旅費 旅費 職員2名 37,860

　通信運搬費 通信運搬費 佐川急便（株）ほか 4,839

＜アート＆カルチャーフェスティバルに関する費用＞

　会計年度任用職員賃金 賃金 会計年度任用職員1名 1,415,016

　会計年度任用職員手当 職員手当 会計年度任用職員1名 343,553

　妙高芸術祭開催委託料 随意契約 妙高芸術祭実行委員会 4,165,381
＜東京藝術大学吹奏楽クリニックに関する費用＞

　　東京藝術大学吹奏楽クリニック開催委託料 随意契約 （公財）妙高文化振興事業団 2,329,518

目標値 ％ 80

達成度 ％

交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和6年度

参加者・来
場者の満足
度：80％以

上 123.8%

評価年度の設定理由
長年継続している事業であり、単年度ごとに評価する必要があるため。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　昨年度から引き続き東京藝術大学吹奏楽クリニックを開催し、市内生徒らの技術獲得の場、市民の音楽鑑賞の場と
することができました。また、「四季彩芸術展」「市展」「ジュニア芸術展」の3つの展覧会からなる「妙高芸術祭」
については、出品数・来場者数ともに昨年度と比べ減少しているものの、アンケートに回答した方の約8割から「よ
い」と評価をいただき、高い満足度を得られています。また、来場者の約半数は「毎年来場している」と回答してお
り、リピーターを獲得できています。妙高市の秋の風物詩として、市民の芸術文化に対する意識の高揚につながって
いるものと考えています。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

アンケート
の「良

い」・「ふ
つう」の割

合

成果実績 ％ 99

無

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和6年度

アート事業の来場者
活動実績 人 13,698
活動見込 人 15,000
達成度 % 91.3%

8,570,109

＜妙高芸術祭に関する費用＞

交付金事業の総事業費等 令和6年度 備　考

総事業費 8,570,109

交付金事業の評価課室 企画政策課

交付金充当額 8,570,109

交付金事業の担当課室 生涯学習課

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

うち文部科学省分
うち経済産業省分



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度） （単位：円）
番号 措置名 交付金事業の名称

15 地域活性化措置 栃尾地域スクールバス運行事業

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

【主要政策・施策】
長岡市総合計画
施策の柱2－3　質の高い教育の推進
　子どもたちが健康で安全な学校生活を送れるよう、学校施設の計画的な改修や通学路の安全対策、食
物アレルギーへの対応などを推進するとともに、学校、家庭、地域、ＮＰＯ等が連携し、発達に応じた
切れ目のない支援を充実させ、市民総ぐるみで子どもを育てます。

【目標】
児童生徒が安心して生活できる環境づくりを目指します。

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和6年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 長岡市
交付金事業実施場所 長岡市栃尾地域

交付金事業の概要

　栃尾地域は、山間集落を多く有する周囲を山々に囲まれた盆地であり、かつ特別豪雪地帯の指定を受
けている地域です。
　同地域には、急速に進む少子化に伴う小中学校の統合により遠距離通学を強いられる児童生徒がお
り、通学路においては、歩道の未整備、集落と集落の距離が長く家並みが途切れていること、冬期の降
雪による道路の狭隘化、熊の出没等の問題があることから、登下校時における児童生徒の安全確保のた
め、長岡市所有又はリースのスクールバスの運行業務について運転員の派遣を受け実施する事業に交付
金を充当します。

事業期間の設定理由



株式会社イドム 13,752,500

交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標

無
単位 令和4年度 令和5年度 令和6年度

成果指標 単位 評価年度 令和6年度

100.0%
評価年度の設定理由

事業終了が2月末のため事業実施翌年度早期までに評価を実施
交付金事業の定性的な成果及び評価等

目標値 ％ 100
達成度 ％

　学校の統合により遠距離通学となっている児童生徒の登下校時における安全確保、通学時間の短縮及
び疲労の緩和等が図られました。
　また、運行業務の委託により経費を削減することができました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

成果実績 100児童生徒が安心して生活
できる環境づくりを目指

します。

交付金事業の総事業費等 令和4年度 令和5年度 令和6年度 備　考

活動見込 月 11 11 9
達成度 % 100.0% 100.0% 100.0%

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標

スクールバス運行月
活動実績 月 11 11 9

総事業費 4,400,000 4,400,000 4,400,000 令和4～6年度の総事業費
交付金充当額 4,400,000 4,400,000 4,400,000 13,200,000円
うち文部科学省分
うち経済産業省分 4,400,000 4,400,000 4,400,000

交付金事業の担当課室 長岡市栃尾支所地域振興課

交付金事業の評価課室 長岡市栃尾支所地域振興課

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

業務委託 指名競争入札



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度） （単位：円）

番号 措置名 交付金事業の名称

16 地域活性化措置 市立保育園の保育運営事業

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

【主要政策・施策】
長岡市総合計画
施策の柱2－2　 子ども・子育て支援の充実
　長岡市では、子どもたちが健やかに育ち、誰もが子育てしやすい社会を目指し、地
域や家庭環境にかかわらず、安心して子どもを産むことができ、子育てする全ての人
が喜びを感じられるような子育て支援、親と子が一緒に成長していけるような環境づ
くりを進めます。

【目標】
子どもたち一人ひとりの個性を伸長し、心豊かな人間性を育む保育の環境づくりを進める

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和6年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 長岡市
交付金事業実施場所 長岡市飯塚地内ほか

交付金事業の概要

　事業実施の市立保育園3園は、長岡市において南西部に位置し、柏崎刈羽原子力発電所に近い区域にあります。
　近年の核家族化や就労形態の変化など、子どもを取り巻く家庭環境の変化により、時間外保育や3歳未満児の入園
数増加など様々な保育ニーズへの対応が必要となっているため、令和6年度市立保育園3園の職員60名の人件費（給
料）8か月分に交付金を充当し、保育運営の充実に寄与するよう努めます。

事業期間の設定理由



交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和6年度

100.0%

評価年度の設定理由
事業終了日（12月末）から60日を経過した日までに評価を実施

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

成果実績 ％ 100子どもたち一人ひとりの
個性を伸長し、心豊かな
人間性を育む保育の環境

づくりを進める

無
単位 令和6年度

職員の雇用量
（雇用人数（人）×雇用
期間（月））

活動実績 人月 480

目標値 ％ 100

達成度 ％

交付金事業の総事業費等 令和6年度 備　考

活動見込 人月 488

達成度 % 98.4%

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標

総事業費 39,000,000
交付金充当額 39,000,000

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

うち文部科学省分
うち経済産業省分 39,000,000

交付金事業の担当課室 長岡市教育部教育総務課、越路支所地域振興・市民生活課、小国支所地域振興・市民生活課

交付金事業の評価課室 長岡市教育部教育総務課、越路支所地域振興・市民生活課、小国支所地域振興・市民生活課



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和6年度）
（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

10,304,000 10,307,000

1,800,000 1,800,000 1,958,000

6,606,600 6,606,600

交付金充当額 備　考

6,278,000 6,278,000 17,600,000

4

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営
等措置

番号 措置名
交付金事業に要し

た経費

1

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営
等措置

陣場線改良事業 新発田市

市道清田山線舗装修繕事業2

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営
等措置

3

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営
等措置

6,606,600

10,304,000

妙高市

五泉市

南魚沼市

交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接

交付金事業者名

十日町市

妙高市小型動力ポンプ整備事業

消防団員用ヘルメット整備事業 妙高市

関川村

胎内市

湯沢町

4,400,000 4,400,000

村上市 18,345,000 18,345,000

子育て支援事業

11 地域活性化措置

8 地域活性化措置

10 保育園運営事業地域活性化措置

12 地域活性化措置 保育園運営事業

消火栓整備事業

体育施設管理運営事業

湯沢認定こども園運営事業

5

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営
等措置

6

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営
等措置

7

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営
等措置

9 地域活性化措置

学校維持運営事業

村立保育園運営事業

8,691,711

7,440,000 7,440,000 23,869,644

4,400,000 4,400,000

7,860,000 7,860,000 9,747,100

上越市 59,696,000 59,696,000 147,063,127

8,395,500

24,021,000 24,021,000 27,377,200

5,390,000 5,390,000

31,794,173

7,805,757



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度） （単位：円）
番号 措置名 交付金事業の名称

1
公共用施設に係る整備、維
持補修又は維持運営等措置

陣場線改良事業

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】
新発田市まちづくり総合戦略（令和6年度～令和13年度）
基本目標Ⅰ「生活・環境」
　施策4　道路・公園・土地利用
　①安全で快適な道路空間の整備・適正管理・長寿命化と骨格となる道路網の強化
【目標】
　改良率　87.08％（現状値　83.4％）

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和12年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 新発田市
交付金事業実施場所 新発田市下羽根津地内

交付金事業の概要

　陣場線は県道から広域農道間を結ぶ市道です。近隣集落の生活道路としての利用のほか、周
辺地域から市街地への移動経路として活用されていますが、幅員が4.0～4.5m程度しかないた
め、一般車両の相互通行や有事の際の緊急車両の通行に支障をきたす状態です。これを解消す
るために舗装幅員で標準5.5mで拡幅改良を行うものです。

事業期間の設定理由



交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和13年度

安心で快適にす
れ違える道路の
割合

拡幅済み延長÷
拡幅予定延長×100

成果実績 % ―

目標値 % 100

達成度 % ―

評価年度の設定理由

事業終了予定年度の翌年度に評価を実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　今年度の工事は令和7年2月6日に完了しました。本工事の完了により事業区間の舗装幅員5.5m
（標準）が確保され、一般車両及び有事における緊急車両の相互通行が容易になりました。来
年度以降も引き続き道路改良工事を行い、住民生活の利便性と安全性の確保を図っていきま
す。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

達成度 % 100.0%
施工延長

活動実績 m 57
活動見込 m 57

交付金事業の総事業費
等

令和6年度 備　考

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 令和6年度

総事業費 6,278,000

うち経済産業省分 6,278,000

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 6,278,000

うち文部科学省分

交付金事業の担当課室 地域整備課

交付金事業の評価課室 財務課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
道路改良工事 一般競争入札 若月建設㈱ 17,600,000



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度） （単位：円）

事業期間の設定理由 令和8年度完了予定のため。

番号 措置名 交付金事業の名称

2
公共用施設に係る整備、維
持補修又は維持運営等措置

市道清田山線舗装修繕事業

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

[主要政策・施策]
当該市道は道路全幅に損傷が及んでおり劣化が顕著になっています。通行車両の安全性と走
行快適性を考えると早期に修繕することが望まれます。また、キャンプ場利用客のイメージ
アップにも繋がり、再訪者の増加も見込まれます。
[目標]
清田山キャンプ場への入込客数年間5千人以上。

事業開始年度 令和4年度 事業終了（予定）年度 令和8年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 十日町市
交付金事業実施場所 十日町市清田山地内

交付金事業の概要

　当該市道は、県道中深見越後田沢停車場線から清田山集落を結ぶ市道として整備され、清
田山集落の市民の生活に大きく寄与しています。また、周辺には清田山キャンプ場や重地大
池自然観察広場といった観光施設もあり、観光施設利用客からも利用されています。
　こうした中、経年劣化等に伴い道路面の損傷が道路全幅に及んでいる状況です。そのた
め、損傷した当該市道を交付金を充当し修繕することにより、地域住民及び観光施設利用客
の安全確保を図ります。
道路修繕工　延長L=195m　幅員W=5.80～8.15m
不陸整正　　t=1.35cm A=1260 ㎡
表層工　　　t=5cm    A=1260㎡
区画線工・外側線　 　L=390ｍ



令和4～6年度の総事業費

交付金事業の担当課室 中里支所地域振興課

交付金事業の評価課室 中里支所地域振興課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
道路施設補修 制限付一般競争入札 ㈱共立舗装 10,307,000

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 5,275,600 6,298,000 10,304,000 21,877,000円

うち文部科学省分 0 0

総事業費 5,275,600 6,298,000 10,304,000

うち経済産業省分 5,275,600 6,298,000 10,304,000

交付金事業の総事業費
等

令和4年度 令和5年度 令和6年度 備　考

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 令和4年度 令和5年度

44.0

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

195.0
達成度 % 100.0% 100.0% 100.0%

令和6年度

施工延長
活動実績 m 55.0 44.0 195.0
活動見込 m 55.0

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和8年度

年間5千人以上
清田山キャンプ
場への入込客数

成果実績 人 5,031

目標値 人 5,000

達成度 ％ 100.6%

評価年度の設定理由
評価のための定量的な数値が当年度に出るため。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　本交付金により市道清田山線の舗装を294ｍ修繕することができました。
　清田山キャンプ場への入込客数は増加傾向にあります（令和４年：4,868人→令和６年：
5,031人）。今後も継続して舗装修繕を行うことで当該キャンプ場への入込客数の増加と道
路利用者の安全確保が見込まれます。



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度） （単位：円）

事業期間の設定理由 毎年度、当該市町村が交付事業の実施を判断しているため。

番号 措置名 交付金事業の名称

3 公共用施設整備措置 消防団員用ヘルメット整備事業

交付金事業に関係する
市町村の主要政策・施
策とその目標

【妙高市】
　○第3次妙高市総合計画（令和2年度～令和6年度）
　・まちづくりの大綱1　快適で安全・安心に暮らせるまちづくり
　　・基本施策2　　　　安全・安心な地域社会づくり
　　　・主要施策1　　　防災体制の確立

　○妙高市第3期消防施設資機材5カ年整備計画（令和2年度～令和6年度）

　目標：効率的な消防資機材や消火設備等の整備により、消防体制の強化を図る。

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和6年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 妙高市
交付金事業実施場所 妙高市内

交付金事業の概要
　災害時に活動を行う消防団員の安全を確保するため、交付金を活用し安全性の高いヘルメットを715
個整備します。



交付金事業の担当課室 妙高市総務課危機管理室
交付金事業の評価課室 妙高市総務課、企画政策課、財務課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
消防団員用ヘルメットの整備 指名競争入札 (株)妙高安全 6,606,600

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 6,606,600
うち文部科学省分

総事業費 6,606,600

うち経済産業省分 6,606,600

交付金事業の総事業費
等

令和6年度 備　考

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 令和6年度

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

達成度 ％ 100.0%
消防団員用ヘルメット整備数

活動実績 着 715
活動見込 着 715

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和7年度

ヘルメット整備
率

100％

ヘルメット整備
率
（現整備数/必
要整備数）

成果実績 ％ 100

目標値 ％ 100

達成度 ％ 100.0%

評価年度の設定理由

毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度に評価を実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

本事業を交付金を活用することで、消防団員が活動する際の頭部を保護することができ、消防団員の
安全性の向上に寄与することができました。



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度） （単位：円）

事業期間の設定理由 毎年度、当該市町村が交付事業の実施を判断しているため。

番号 措置名 交付金事業の名称

4 公共用施設整備措置 小型動力ポンプ整備事業

交付金事業に関係する
市町村の主要政策・施
策とその目標

【妙高市】
　○第3次妙高市総合計画（令和2年度～令和6年度）
　・まちづくりの大綱1　快適で安全・安心に暮らせるまちづくり
　　・基本施策2　　　　安全・安心な地域社会づくり
　　　・主要施策1　　　防災体制の確立

　○妙高市第3期消防施設資機材5カ年整備計画（令和2年度～令和6年度）

　目標：効率的な消防資機材や消火設備等の整備により、消防体制の強化を図る。

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和6年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 妙高市
交付金事業実施場所 妙高市内

交付金事業の概要
　老朽化した小型動力ポンプを更新することで、消防活動の安全性の確保並びに効率化が
図られることから、交付金を活用し、小型動力ポンプ1台を整備します。



交付金事業の担当課室 妙高市総務課危機管理室
交付金事業の評価課室 妙高市総務課、企画政策課、財務課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
小型動力ポンプの整備 指名競争入札 (株)こうさか妙高 1,958,000

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 1,800,000
うち文部科学省分

総事業費 1,800,000

うち経済産業省分 1,800,000

交付金事業の総事業費
等

令和6年度 備　考

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 令和6年度

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

達成度 ％ 100.0%
小型動力ポンプ整備数

活動実績 台 1
活動見込 台 1

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和7年度

小型動力ポ
ンプ整備率

100％

小型動力ポ
ンプ整備率
（現整備数/
必要整備
数）

成果実績 ％ 100

目標値 ％ 100

達成度 ％ 100.0%

評価年度の設定理由

毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度に評価を実施しま
す。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

本事業を交付金を活用することで、消防活動における安全性の確保と効率化並びに迅速化
が図られ、消防力の向上に寄与することができました。



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度） 　（単位：円）

番号 措置名 交付金事業の名称

5 公共用施設整備措置 消火栓整備事業

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

【妙高市】
　○第3次妙高市総合計画（令和2年度～令和6年度）
　・まちづくりの大綱1　快適で安全・安心に暮らせるまちづくり
　　・基本施策2　　　　安全・安心な地域社会づくり
　　　・主要施策1　　　防災体制の確立

　○妙高市第3期消防施設資機材5カ年整備計画（令和2年度～令和6年度）

　目標：効率的な消防資機材や消火設備等の整備により、消防体制の強化を図る。

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和6年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 妙高市

交付金事業実施場所 妙高市内

交付金事業の概要
　消防水利不足箇所の解消や冬期間における消火活動の充実が期待できるため、
地上式消火栓から多雪型消火栓への改良を3基実施します。

事業期間の設定理由 毎年度、当該市町村が交付事業の実施を判断しているため。



交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和7年度

消火栓整備
率

100％

消火栓整備
率
（設置数/設
置計画数）

成果実績 ％ 100

目標値 ％ 100

達成度 ％ 100.0%

評価年度の設定理由

毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度に評価を実施しま
す。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

本事業を交付金を活用することで、水利不足箇所の解消と積雪期における消火活動の迅速化
を図ることができ、消防力の向上に寄与することができました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

達成度 ％ 100.0%

消火栓整備数

活動実績 基 3

活動見込 基 3

交付金事業の総事業費等 令和6年度 備　考

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和6年度

総事業費 7,860,000

うち経済産業省分 7,860,000

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 7,860,000

うち文部科学省分

交付金事業の担当課室 妙高市総務課危機管理室

交付金事業の評価課室 妙高市総務課、企画政策課、財務課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

消火栓の整備 制限付一般競争入札 （株）雲田商会
当初9,207,000円
変更9,747,100円



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度） （単位：円）

事業期間の設定理由 第2次五泉市総合計画の終期まで

番号 措置名 交付金事業の名称

6
公共用施設に係る整備、維
持補修又は維持運営等措置

体育施設管理運営事業

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

　　第2次五泉市総合計画（平成29年度～平成38年度）【基本施策1.いきいきの泉、施策NO.4生涯スポー
ツの推進】の基本方針として、子どもから高齢者まで、誰もが、いつでも、どこでも気軽に参加できる
スポーツやレクリエーション活動の機会の提供と、施設環境の整備を行うことで、一人でも多くの市民
の健康維持と体力増進を図り、生涯を通じて健康で活力に満ちた生活を送ることができるまちをめざし
ます。

事業開始年度 令和4年度 事業終了（予定）年度 令和8年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 五泉市
交付金事業実施場所 村松体育館(さくらアリーナ)（五泉市石曽根地内）

交付金事業の概要

　村松体育館は、スポーツを通じて、明るく健康で豊かな生活を実現するための施設であり、明るく広
いアリーナや視野良好なトレーニングルームを備えた施設です。当該施設は市民をはじめ、市内外から
多くの利用者が訪れ、体育施設としても市の代表的な施設の一つとなっています。
　市民をはじめ施設利用者の生涯にわたる健康維持、増進を図る等のため、施設管理業務（清掃・日
直・環境管理）委託費、7か月分に交付金を充当します。



令和4～6年度の総事業費

計 8,691,711

業務委託 随意契約 五泉市スポーツ協会 2,102,170

交付金事業の担当課室 スポーツ推進課　スポーツ施設係

交付金事業の評価課室 企画政策課　企画政策係・スポーツ推進課　スポーツ施設係

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 4,400,000 4,400,000 4,400,000 13,200,000円

うち文部科学省分

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

業務委託 指名競争入札 （株）新潟クリーナー 834,141

業務委託 随意契約 （公社）五泉市シルバー人材センター 5,755,400

総事業費 4,400,000 4,400,000 4,400,000

うち経済産業省分 4,400,000 4,400,000 4,400,000

交付金事業の総事業費
等

令和4年度 令和5年度 令和6年度 備　考

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 令和4年度 令和5年度

7

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

7
達成度 % 100.0% 100.0% 100.0%

令和6年度

維持管理経費の充当月数
活動実績 月 7 7 7
活動見込 月 7

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和7年度

47,736人/年
（前年度人
数）

村松体育館
利用者数

成果実績 人 40,323

目標値 人 47,736

達成度 ％ 84.5%

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

・利用者数はまだ目標値に達していませんが、前年より利用者数及び大会、イベント開催数は増加して
います。当該交付金を活用することで良好な利用環境を維持できており、スポーツ活動の推進に寄与し
ています。
・当該交付金を活用し、各種スポーツや器具の取扱いに精通している五泉市スポーツ協会に日直業務を
委託することにより、施設を適切に管理運営することができています。
・維持運営費に当該交付金を充当することで、高齢者の雇用の拡大が図れるとともに、安定した事業運
営を行うことが可能となっています。
（令和6年7月～令和7年1月　利用者数　40,323人　前年比84％）
（令和6年7月～令和7年1月　大会・イベント開催数　17回　前年比63％）



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度） （単位：円）

事業期間の設定理由 　―

番号 措置名 交付金事業の名称

7
公共用施設に係る整備、維
持補修又は維持運営等措置

学校維持運営事業

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

　
【主要政策・施策】
　第二次南魚沼市総合計画（平成28年度～令和7年度）
　政策大綱2　教育・文化
　2－1　学校教育の充実

　【目標】
　いきいきと学校生活が送れるように、「南魚沼らしい」教育資源の活用により教育環
　境の整備・充実を図り、心豊かでたくましい児童・生徒を育成します。

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和6年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 南魚沼市

交付金事業実施場所 南魚沼市六日町地内　ほか6件

交付金事業の概要

　子ども達が安心して学び、豊かな情操をはぐくむためには、それを可能とする学校環境の整備、維持
運営が必要です。
　そのひとつとして校舎内の明るさの維持や冬期間の暖房をはじめとする、電気の安定的な供給が必要
となることから、学校維持運営として、南魚沼市立小学校7校（城内小学校、六日町小学校、五十沢小学
校、上田小学校、中之島小学校、石打小学校、塩沢小学校）の7～12月分の電気料に充当します。



令和4～6年度の総事業費

交付金事業の担当課室 総務部　企画政策課

交付金事業の評価課室 総務部　企画政策課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
光熱費 随意契約（1年契約） ゆきぐに新電力（株） 23,869,644

うち経済産業省分 7,405,000 7,430,000 7,440,000

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 7,405,000 7,430,000 7,440,000

うち文部科学省分

22,275,000円

交付金事業の総事業費
等

令和4年度 令和5年度 令和6年度 備　考

総事業費 7,405,000 7,430,000 7,440,000

6
達成度 ％ 100.0% 100.0% 100.0%

交付金事業の活動指標
及び活動実績

令和6年度

電気料充当月数
活動実績 か月 6 6 6
活動見込 か月 6

活動指標 単位 令和4年度 令和5年度

6

無

Q-U調査

成果実績 ％ 54.8%

目標値 ％ 75%（令和6年度までに）

達成度 ％ 70.6%

単位 評価年度 令和7年度

・子どもの教
育環境の向上
・Q-U調査に
おける学級生
活に満足して
いるこどもが
60％を超える
学級の増加

評価年度の設定理由
毎年度のPDCAサイクルを図るため。事業実施翌年度早期に評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　南魚沼市内には16校の市立小学校があり、約2,800人の児童が通学していますが、その年間電気料は総
額でおよそ9,000万円にのぼります。特に冬期は、消雪施設等の利用により電気料は高額となります。本
事業により、交付金対象校7校をはじめとして、16校の市立小学校に電気の安定的な供給を交付対象期間
（6か月間）を含む12か月間継続できました。
　これにより、良好な学校環境の維持管理が可能となり、子どもの教育環境の向上に大きく寄与できた
と考えます。
　目標値に至らなかった要因として小学校では、低学年において達成率が低い傾向にあります。学校生
活のリズム、きまり等が定着するまでに期間を要する状況が見られることが要因の一つと考えられると
ともにタブレット入力となったことによる誤操作が依然多い実態があります。
　中学校では、わずかのところで基準の60％に至っていない50％台の学級が多かったため、全体として
の目標値に達していない状況です。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度） （単位：円）

事業期間の設定理由 第6次関川村総合計画の計画期間の最終年度が令和7年度であるため。

番号 措置名 交付金事業の名称

8 地域活性化措置 村立保育園運営事業

交付金事業に関係する
市町村の主要政策・施
策とその目標

【主要政策】
第6次関川村総合計画（平成28年度～令和7年度）
第4節　切れ目のない子育て支援のために
第2項　働きながら子育てしている人を応援するために
【施策】
・学童保育、延長保育、土曜日保育の利用者の利便性向上
・未満児保育の受入体制の確保維持
・出生数及び村民ニーズ等に応じた保育園の運営
【目標】
未満児保育事業の待機児童ゼロ

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和6年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 関川村
交付金事業実施場所 関川村大字下関

交付金事業の概要

【事業の必要性・内容】
　少子化で子どもの人数は減少していますが、核家族化など社会的要因により未満児から
保育園に入所を希望する例や、障がい児や障がい児傾向の子どもの増加により、保育士に
かかる負担が増えています。その一方で、子育て支援に関してはこれまで以上の施策を住
民が求めていることから、そのニーズに対応するためには正規雇用の保育士に加え、会計
年度任用職員の保育士を村立保育園に配置する必要があります。
【期待される効果】
　豊かな自然のなかで子どもの健やかな心身の成長が期待されます。また、保育に求めら
れる様々なニーズに対応することにより、仕事と生活の調和(ワーク・ライフ・バランス)
した社会の実現が図られます。（子を持つ親が安心して子どもを預けることができること
に係る指標：未満児保育事業の待機児童ゼロ）。



令和5～6年度の総事業費

交付金事業の担当課室 健康福祉課 福祉保険班

交付金事業の評価課室 健康福祉課 福祉保険班

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
人件費 雇用 保育士8名 4,400,000円

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 4,400,000 4,400,000 8,800,000円

うち文部科学省分

総事業費 4,400,000 4,400,000

うち経済産業省分 4,400,000 4,400,000

交付金事業の総事業費
等

令和5年度 令和6年度 備　考

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 令和5年度 令和6年度

8

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

達成度 ％ 100.0% 100.0%
会計年度任用職員の配置

活動実績 名 11 8
活動見込 名 11

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和6年度
住民ニーズを
とらえた保育
サービスの実
施

未満児保育の
待機率 成果実績 ％ 0

目標値 ％ 0

達成度 ％ 100

評価年度の設定理由
評価のための定量的な数値が当年度に出るため。

交付金事業の定性的な成果及び評価等
申し込みに対して、すべて受け入れすることができました。



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度） （単位：円）

事業期間の設定理由

番号 措置名 交付金事業の名称

9 地域活性化措置 子育て支援事業

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

交付金事業に関係する主要政策・施策
基本政策　子育て・教育・学ぶ
～子どもの成長、豊かな心と生きる力を育むまちづくり～
　1．子育て支援
　　　市立保育園事業
　　　保護者の就労や疾病等により、保育の必要性がある児童に対し保育を実施し、保護者
　　の子育てと就労の両立を支援する。

　　目標：入園希望者100％受け入れ

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和6年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 胎内市
交付金事業実施場所 胎内市西条町3番10号（中条すこやかこども園）

交付金事業の概要
　保護者が安心して子供を産み育てられる保育環境の整備が望まれており、保育サービスの充実のため
保育園の円滑な運営が必要であることから、市立保育園（中条すこやかこども園）の保育士人件費（5
人×5月分）に交付金を充当します。



16,299,000円

交付金事業の評価課室 地域整備課

人件費 雇用 保育士5名 8,395,500

交付金事業の担当課室 こども支援課

うち経済産業省分 5,464,000 5,445,000 5,390,000

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

交付金充当額 5,464,000 5,445,000 5,390,000

うち文部科学省分

交付金事業の総事業費
等

令和4年度 令和5年度 令和6年度 備　考

総事業費 5,464,000 5,445,000 5,390,000

25
達成度 ％ 100.0% 100.0% 100.0%

交付金事業の活動指標
及び活動実績

令和5～6年度の総事業費

％ 100

令和6年度

保育士人件費
5人×5か月分

活動実績 人月 25 25 25
活動見込 人月 25

活動指標 単位 令和4年度 令和5年度

25

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和7年度

入園希望者の
受け入れ100％

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため事業実施翌年度早期に評価を実施

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　胎内市立中条すこやかこども園（入園者112人）の保育士人件費に交付金を充当し、事業対象期間（5
か月分）を含む12か月間の保育を実施する体制を整備（交付金充当により保育士5名確保）すること
で、保育園の円滑な運営及び胎内市の子育て支援事業に寄与できました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

入園児数/入園
希望者数
（4月1日）

成果実績 ％ 100

目標値 ％ 100

達成度



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度） （単位：円）

事業期間の設定理由 第3次村上市総合計画の終期まで

番号 措置名 交付金事業の名称

10 地域活性化措置 保育園運営事業

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

交付金事業に関係する主要政策・施策
第3次村上市総合計画（令和4年度～令和8年度）
　基本目標1 子育てと健康のまち
　　政策1－1 子育て
　　2 保育環境の整備・改善
　　　・ニーズの高い3歳未満児保育の受入拡充などに向けて、民間活力の導入や保育士資
　　　　格獲得の支援を行い、保育の供給力確保に取り組みます。
目標：
　要保育児の入園率　100％
　※要保育児の入園率：入園者数÷入園対象人口×100

事業開始年度 令和4年度 事業終了（予定）年度 令和8年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 村上市
交付金事業実施場所 村上市下新保、中原地内

交付金事業の概要

　市内2保育園保育士・技能員人件費（保育士11名・技能員4名）8ヶ月分。
　第3次村上市総合計画に基づき、次世代を担う子どもたちが健やかに成長できる環境の整備（延
長保育等を含む保育園の確実な運営）を図るため、電源立地地域対策交付金を活用し、保育等サー
ビスの充実に努めます。



交付金事業の担当課室 企画戦略課企画政策室

交付金事業の評価課室 企画戦略課企画政策室

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
保育士・技能員人件費 雇用 保育士11名・技能員４名 31,794,173

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 18,481,000 18,511,000 18,345,000 55,337,000円
うち文部科学省分

総事業費 18,481,000 18,511,000 18,345,000 令和4～6年度の総事業費

うち経済産業省分 18,481,000 18,511,000 18,345,000

交付金事業の総事業費
等

令和4年度 令和5年度 令和6年度 備　考

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 令和4年度 令和5年度

128

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

128
達成度 ％ 100.0% 100.0% 88.3%

令和6年度

保育士・技能員の雇用量
（雇用人数(人)×雇用期
間(月)）

活動実績 人月 128 128 113
活動見込 人月 128

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和7年度

要保育児
の入園率
100％

要保育児の
入園率：入
園者数÷入
園対象人口
×100

成果実績 ％ 100

目標値 ％ 100

達成度 ％ 100

評価年度の設定理由

毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　本交付金の活用により、当該2保育園の12ヶ月間（交付対象期間8ヶ月含む）の保育を実施するこ
とが可能となる体制（保育士11名・技能員4名）を確保し、次世代を担う子どもたちが健やかに成
長できる環境の整備（市内2箇所の保育園の園児85名に対する確実な保育の実施）が図られまし
た。



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度） （単位：円）

事業期間の設定理由 湯沢町総合戦略の目標年度まで

番号 措置名 交付金事業の名称

11 地域活性化措置 湯沢認定こども園運営事業

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

湯沢町総合計画基本政策3　「安心して自分らしく暮らせるまちづくり」
湯沢町総合戦略基本目標4　「子どもがすくすく育つまち」
【数値目標】年間出生数：平成25-29年の5年平均44人　→令和2-6年の5年平均48人

事業開始年度 平成28年度 事業終了（予定）年度 令和6年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 湯沢町
交付金事業実施場所 湯沢町大字神立地区内

交付金事業の概要
　湯沢認定こども園（保育士10人）の人件費に本交付金を充当することで、保育サービスの
充実を図り、子育て環境の向上による湯沢町域内の年間出生数増加を目指します。



交付金事業の担当課室 子育て教育部子育て支援課
交付金事業の評価課室 企画産業観光部企画観光課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
保育士人件費 雇用 保育士10人 27,377,200

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 22,860,000 23,976,000 24,021,000 70,857,000円
うち文部科学省分 0 0 0

総事業費 22,860,000 23,976,000 24,021,000 令和4～6年度の総事業費

うち経済産業省分 22,860,000 23,976,000 24,021,000

交付金事業の総事業費
等

令和4年度 令和5年度 令和6年度 備　考

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 令和4年度 令和5年度

238

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

237

達成度 ％ 100.0% 100.0% 100.0%

令和6年度

保育園稼働日数
（土日祝含む）

※令和2年度より7～2月で計上

活動実績 日 237 238 237
活動見込 日 237

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和7年度

令和2-6年の5
年間の平均出

生数48人

5年間の平均出
生数

成果実績 人 34

目標値 人 48

達成度 ％ 70.1%

評価年度の設定理由

湯沢町総合戦略令和2-6年の実績が出ている年度であるため。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

人口減少に伴い、出生数が目標値に達することは出来ませんでしたが、保育サービスの充実
を図り、子育て環境が向上し、事業目的は達成できました。次年度に向けて目標値を見直
し、出生数の増加を目指していきたいと思います。



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度） （単位：円）
番号 措置名 交付金事業の名称

12 地域活性化措置 保育園運営事業

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

交付金事業に関係する主要政策・施策
上越市第7次総合計画　暮らしやすく、希望あふれるまち上越（令和5年度～令和12年度）
5-1-2　子育て環境の充実
・保護者の就労形態の多様化などに対応した子育て環境や保育サービスが充実し、保護者が安
  心して児童を預けることができます。
・安全な保育環境が確保されるとともに、保育園の適正配置などの取組により、集団保育がで
  きる体制が維持されます。
【目標】待機児童数　0人（令和6年度）

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和12年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 上越市
交付金事業実施場所 上越市夷浜(夷浜保育園)ほか13か所

交付金事業の概要

　上越市内の市立保育園の保育士人件費（14保育園・保育士79名）6か月分。
　上越市では、保護者の就労形態や保育ニーズの変化を的確に捉え、子どもたちの健やかな育ち
を支えるため、子育て環境の一層の充実を図っていく必要があることから、電源立地地域対策交
付金を活用することで安定した保育園運営を行うとともに、保育サービスの充実に努めていま
す。

事業期間の設定理由 上越市第7次総合計画の終期まで



交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和7年度

待機児童の
数0人

待機児童の数
（入園希望者-
入園者数）

成果実績 人 0

目標値 人 0

達成度 % 100.0%

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施します。

補助金事業の定性的な成果及び評価等

　本交付金の活用により、上越市内の市立保育園の保育士人件費（14保育園・保育士79名）6か
月分を確保することができました。次年度も、子育て世代の多様なニーズにこたえた保育サービ
スの提供に取り組みます。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

486

達成度 % 94.7% 100.0% 97.5%

令和6年度

保育士（補助事業対象者）の
雇用量（雇用人数(人)×雇用
期間(月)）

活動実績 人月 534 246 474
活動見込 人月 564

交付金事業の総事業費
等

令和4年度 令和5年度 令和6年度 備　考

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 令和4年度 令和5年度

246

総事業費 74,803,000 59,805,000 59,696,000 令和4～6年度の総事業費

うち経済産業省分 74,803,000 59,805,000 59,696,000

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 74,803,000 59,805,000 59,696,000 194,304,000円
うち文部科学省分

交付金事業の担当課室 こども・子育て部　幼児保育課、総務部、人事課
交付金事業の評価課室 こども・子育て部　幼児保育課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
保育士人件費 雇用 保育士79名 147,063,127



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和6年度）
（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

備　考

68,841,000 68,841,000 68,841,0002

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

刈羽村電源立地地域対策交付金事
業基金（維持補修基金）造成事業

刈羽村

交付金事業者名又は間接
交付金事業者名

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業に要し

た経費
交付金充当額

1,178,1001,178,1001,178,100妙高市
消防団員訓練・災害用備品整備事
業

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

1



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度） （単位：円）

事業期間の設定理由 毎年度、当該市町村が交付事業の実施を判断しているため。

番号 措置名 交付金事業の名称
1 公共用施設に係る整備、維持補修又は維持運営等措置 消防団員訓練・災害用備品整備事業

交付金事業に関係する市
町村の主要政策・施策と
その目標

【妙高市】
　○第3次妙高市総合計画（令和2年度～令和6年度）
　・まちづくりの大綱1　快適で安全・安心に暮らせるまちづくり
　　・基本施策2　　　　安全・安心な地域社会づくり
　　　・主要施策1　　　防災体制の確立

　目標：効率的な消防資機材や消火設備等の整備により、消防体制の強化を図ります。

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和6年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 妙高市
交付金事業実施場所 妙高市内

交付金事業の概要
  消防団訓練・災害時に使用する音響設備（大・小各1台）と、消防団員の安全を確保するため視認性の高い雨衣雨衣（50着）
を整備します。



交付金事業の成果目標及
び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和6年度

活動時視界不良による負傷数をゼロに
します。

雨衣による整備
による公務災害
の予防率（視界
不良による公務
災害のない団員
数/団員総数）

成果実績 ％ 100
目標値 ％ 100

達成度 ％ 100.0%

毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度に評価を実施します。
交付金事業の定性的な成果及び評価等

消防団の訓練において指示内容を知らせるために屋外での訓練では音響設備（大）、屋内での防災訓練等おいては音響設備
（小）を導入することで円滑な進行に大きく寄与しています。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

達成度 ％ 100.0% 100.0%

音響設備配備数(組）
雨衣整備数(着）

活動実績 2 50
活動見込 2

交付金事業の総事業費等 令和6年度 備　考

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標 単位 令和6年度(組) 令和6年度(着)

50

総事業費 1,178,100

うち経済産業省分 1,178,100
交付金事業の契約の概要

交付金充当額 1,178,100
うち文部科学省分

交付金事業の担当課室 妙高市総務課危機管理室
交付金事業の評価課室 妙高市総務課、企画政策課、財務課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
消防団用雨衣の整備 随意契約 (株)こうさか妙高 577,500
音響設備の整備① 随意契約 (株)上越無線 415,800
音響設備の整備② 随意契約 (株)上越無線 184,800



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度） （単位：円）

番号 措　　置　　名 交　　付　　金　　事　　業　　の　　名　　称
2 公共用施設に係る整備、維持補修又は維持運営等措置 刈羽村電源立地地域対策交付金事業基金（維持補修基金）造成事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 刈羽村

交付金事業実施場所   刈羽村内一円

交付金事業の概要

刈羽村は、平成28年度に公共施設等総合管理計画を策定（令和3年10月改訂）し、施設の重要度や劣化状況等に基づき長期的な視点で優先度を
付けて計画的に維持管理、修繕、更新等を行う方針をとりまとめました。この計画に基づき、今後概ね10年間において村内公共用施設の維持補
修費用に充てるための基金を造成しました。

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の

主要政策・施策とその目標

基本目標3　自律と絆で希望の笑顔
　（4）健全な行財政の運営
　　341　行財政の効率化・健全化
　　　○安定した財政運営の推進

・公共用施設の整備・維持補修・維持運営等の経費に充当するため、電源立地地域対策交付金事業
基金を積み立てます。また、国・県の事業の活用等新たな財源の確保に努めます。

目標：行政サービスの向上に対する満足度　26％（令和7年度）

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和6年度
事業期間の設定理由



単位 評価年度
成果実績 －
目標値 －
達成度 ％

単位

円
円
％

評価に係る第三者機関等の活用の有無

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 令和10年度
公共用施設において住民サービスを安定

的に提供します。

評価年度の設定理由
　事業実施（基金造成）の4年後に評価を実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等
本交付金を活用して基金を造成することにより、令和6年度末の基金残高は202,863,933円となり、公共用施設の維持補修を実施するための財

源を確保することができました。住民サービスを安定的に提供するために本基金を活用し、公共用施設の計画的な維持補修と長寿命化対策の推
進に努めます。

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 令和4年度 令和5年度 令和6年度

基金の造成金額
活動実績 56,641,000 56,691,000

達成度 100 100 100

無

68,841,000
活動見込 56,641,000 56,691,000 68,841,000

総事業費 56,641,000 56,691,000 68,841,000

令和4～6年度総事業費
182,173,000円

交付金充当額 56,641,000 56,691,000 68,841,000
うち文部科学省分
うち経済産業省分 56,641,000 56,691,000

交付金事業の総事業費等 令和4年度 令和5年度 令和6年度 備考

68,841,000
交付金事業の契約の概要

交付金事業の評価課室 産業政策課

契約金額
基金造成 積立 - 68,841,000

交付金事業の担当課室 産業政策課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方


